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はじめに

　「建築協定」は、建築基準法（第 69 条～ 77 条）に基づくまちづくりの制度であり、
地域の住民が自発的に建築基準法に定められた基準に上乗せする形で、地域内の
建築物の用途や形態などのきめ細かなルールを取り決め、それらをお互いに守り
あうことによって、地域の良好な住環境やまちなみなどを将来にわたって守り育
てていくものです。平成 19 年 3 月末日現在の有効地区数は、全国で 2,803 地区
あります。
　建築協定の運営にあたっては、建築協定運営委員会を設置し、建築計画の協定
ルールへの適合性の審査や協定違反があった場合の対応、さらには建築協定の更
新作業など、様々な活動を行っていく必要があります。このため、これから建築
協定を運営しようとする地域の住民に対して、運営委員会の委員の選定や建築計
画の具体的な審査の方法、協定更新のための合意形成の方法などの情報提供が必
要となります。
　一方、他の協定地区の運営方法やトラブル等への対応方法などについての情報
交流や研修などを行う「建築協定地区連絡協議会」等を設置・運営しているのは、
現時点では大阪府、横浜市、名古屋市、京都市、神戸市、福岡市の 6 都市に留
まっています。このため、その他の市町村の建築協定地区の住民が他の協定地区
の運営方法等の情報を入手することは、必ずしも容易ではありません。
　以上のようなことを背景として、本事例集では、全国の建築協定地区から運営
方法や自主的なルールづくりなどについて特徴的な取り組みを行っている事例を
いくつか収録し、①協定内容の遵守方法（建築協定の事前審査や周知・啓発など）、
②協定内容の実効性の担保方法（地区計画の併用や隣接地への働きかけなど）、
③協定の更新方法、④協定の違反防止・是正方法などを、具体的に紹介しています。
　本事例集は、既に建築協定を締結している地区の皆様だけでなく、今後、新た
に建築協定を締結しようとする皆様にも、予め協定締結後の運営方法や協定更新
等の手続きや苦労などを知っていただいた上で、ルールづくりに臨んでいただく
など、広く情報提供し、共有していただけることを目指しています。
　本事例集の作成に際しては、都道府県及び政令市等に対して特徴的な事例とト
ラブル事例に関するアンケートを実施し、その中から協定運営上、参考となる取
り組みを行っている 13 事例を選定するとともに、当該事例地区の建築協定地区
運営委員会や市町へのヒアリング調査を実施した上で、作成しました。
　本事例集が、建築協定地区の住民の方々だけでなく、市町村の建築・まちづく
り担当部局の職員や地域のまちづくりを支援する専門家の方々にもご活用頂けれ
ば幸いです。
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建築協定条例の制定（法第 69条）

地権者の合意（法第 70条第 3項）

認可申請（法第 70条第 1項）

申請に係る建築協定の公告・縦覧（法第 71条）

公開による聴聞（法第 72条第 1項）

認可（法第 73条第 1項）

認可の公告（法第 73条第 2項）

建築協定書の縦覧（法第 73条第 3項）

◦制度の内容
　建築協定として締結できる内容は、その区域内に
おける建築物の「敷地」「位置」「構造」「用途」「形態」

「意匠」「建築設備」に関する基準のほか、協定の目
的となっている土地の区域、協定の有効期間、協定
違反があった場合の措置となります。
　協定の内容は、当然ながら、建築基準法の規定に
違反するものであってはならず、また、土地や建築
物の利用を不当に制限するものであってはなりませ
ん。
◦建築協定の対象地域
　建築協定の対象地域は、区市町村が条例で定める
区域内に限られます。
◦建築協定の要件
　建築協定を締結するためには、原則として、区域
内の土地所有者、借地権者の全員合意（借地につい
ては、借地人のみの合意）に基づき、特定行政庁の
認可を受けることが必要です。
◦建築協定の効果
　建築協定は、建築物の用途形態等に関する土地所
有者等の自主的協定です。
　協定の締結後は、新たな土地所有者等も協定の内
容に拘束されます（第三者効）。
　また、建築協定区域に隣接した土地のうち、将来
的に建築協定区域の一部となることが望ましい土地
については、「建築協定区域隣接地」を定めること
により、将来的にその土地の所有者が簡素な手続き
で協定に参加することができます。
◦１人協定制度（法76条の３）
　１人協定制度は、住宅地を新規に開発するデベ
ロッパーが、宅地分譲を開始する以前に建築協定を
締結し、建築協定付き住宅地として販売できる制度
です。土地所有者であるデベロッパー１者のみで協
定を締結することができることから「１人協定」と
呼ばれています。現在有効な建築協定地区の約半数

 建築協定制度の目的

 建築協定の概要

　建築協定制度は、住宅地としての環境や商店街と
しての利便を高度に維持増進することなどを目的と
して、土地所有者等同士が建築物の基準（建築基準
法による最低基準を超えた高度な基準）に関する一
種の契約を締結するときに、公的主体（特定行政庁）
がこれを認可することにより、契約に通常の契約に

は発生しない第三者効*を付与して、その安定性・
永続性を保証し、住民発意による良好な環境のまち
づくりを促進しようとする制度です。

＊�契約当事者以外の第三者が当該契約の目的となっている土地等
を取得したときに、当該第三者をも拘束する効力。

がこの「１人協定」ですが、最近はもともと「１人
協定」であった地区が更新時期を迎え、合意型へと
移行するケースが増加しています。
◦建築協定締結後の運営方法
　建築協定は、地区の住民がルールをつくり、その
ルールをお互いに守っていくことを取り決めたもの
であることから、その運営についても、住民の主体
的・自発的な取り組みが必要となります。
　通常は建築協定の運営を円滑にし、より実効性の
あるものとするため、区域内の住民による「建築協
定運営委員会」を設け、以下のような活動を行って
いくことになります。
　○建築計画の審査
　○建築工事中、完了後の物件のチェック
　○違反があった場合の措置
　○啓発活動
　○建築協定の更新作業　等
◦建築協定の認可手続きフロー
　建築協定の認可手続きは以下のとおりです。
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 建築協定の活用状況

 本事例集で取り上げる地区の概要

　平成19年3月末日現在の建築協定の有効地区数
は全国で2,803地区であり、都道府県及び政令市別

　本事例集では、以下の４つのテーマに分けて、あ
わせて13事例を紹介しています。
　なお、各々の事例概要は、次頁の「各事例の概要
表」をご参照下さい。

① 協定内容の遵守・運用
　建築協定の締結後、運営委員会が、建築計画の審
査や建築工事中・完了後の物件のチェック等に主体
的に関わることにより、地域の良好な住環境を維持・
保全している事例として、2事例を紹介しています。

② 隣接地等への働きかけ、啓発活動
　運営委員会が、区域内の住民に対する協定内容の
周知・啓発や、隣接地・周辺地域に対する働きかけ
などを行うことにより、住環境を面的に維持・保全

の件数の内訳は、表1の通りです。

都道府県 有効建築協定数 H19年度
認可件数 都道府県 有効建築協定数 H19年度

認可件数 政令市 有効建築協定数 H19年度
認可件数

北海道 11 4 滋賀県 44 2 札幌市 5 1

青森県 4 0 京都府 48 0 仙台市 16 0

岩手県 8 0 大阪府 259 18 さいたま市 18 1

宮城県 2 0 兵庫県 103 2 千葉市 21 6

秋田県 17 0 奈良県 16 0 川崎市 14 1

山形県 1 0 和歌山県 20 0 横浜市 166 7

福島県 106 2 鳥取県 0 0 新潟市 7 1

茨城県 161 3 島根県 14 1 静岡市 4 0

栃木県 20 1 岡山県 17 0 浜松市 33 1

群馬県 47 0 広島県 19 0 名古屋市 39 6

埼玉県 156 13 山口県 30 0 京都市 70 8

千葉県 143 2 徳島県 10 0 大阪市 10 0

東京都 130 5 香川県 0 0 堺市 52 2

神奈川県 221 7 愛媛県 10 1 神戸市 126 8

新潟県 23 1 高知県 4 0 広島市 25 1

富山県 28 1 福岡県 61 2 北九州市 17 0

石川県 9 0 佐賀県 7 1 福岡市 49 5

福井県 10 0 長崎県 24 2 政令市計 672 48

山梨県 17 0 熊本県 58 3

長野県 45 2 大分県 33 1

岐阜県 10 1 宮崎県 11 1

静岡県 90 2 鹿児島県 1 0

愛知県 50 0 沖縄県 22 2 都道府県・
政令市計 2,803 129

三重県 11 1 都道府県計 2,131 81

している事例として、３事例を紹介しています。

③ 協定の運営・更新とまちづくり
　建築協定地区の課題の一つとして、協定の更新手
続きに多大な労力や時間を要することが挙げられま
す。このため、スムーズな更新手続きに取り組んで
いる、あるいは様々な課題を克服しながら実際に更
新を行った４事例を紹介しています。

④ 特徴的な活用方法
　良好な街並み景観の形成や道路沿いのゆとりある
空間の確保、密集市街地における安全性の確保等を
図るため、建築協定を活用して、地域の条件に応じ
たきめ細かな規制・誘導を行っている事例として、
４事例を紹介しています。

表１　有効建築協定数・認可件数
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事例の主と
なるテーマ

地区名称
市区町村名

主な特徴（ポイント）
面積

区画数
主な

土地利用
建築協定

の型
用途地域

協定の
更新

建築協定による制限項目
地区計画
との併用

掲載頁
用途

建ぺい率
容積率

敷地面積
敷地分割

高さ
階数

壁面位置
形態
意匠

塀 設備 その他

協定内容の
厳守・運用

諏訪野地区
福島県伊達市

◆�敷地毎に異なる壁面位置や駐車場、物
置、門柱の設置位置を定め、厳しく運
用

約8.1ha、
288区画

住
一人型
↓
合意型

1低専 ● ● ● ● ● ● ● ●
宅地区画及び地盤高の変更を禁止、
駐車場・物置・門柱の設置指定�
など

● 10

布佐平和台第一〜
第四住宅地区
千葉県我孫子市

◆�大規模戸建住宅団地で、自治会と一体
となった運営委員会が建築確認申請前
に事前審査を実施

約26.8ha、
1,395区画

住
一人型
↓
合意型

1低専 ● ● ● ● ● ●
地盤面の変更禁止、擁壁の勾配・
使用の変更禁止など

14

隣接地等へ
の働きかけ、
協定の周知

神戸北町大原２丁目地区／
シンパシーこうべきたまち
地区
神戸市北区

◆�隣接工区の開発事業者に働き掛けを行
い、ほぼ同様の内容の協定を締結

約3.4ha、
156区画

住 一人型 1低専 —

● ● ● ●
地盤面の変更禁止（ただし書き
有）、駐車場出入口制限�など

●

18
約1.7ha、
94区画

● ● ● ●
地盤面の変更禁止（ただし書き有）�
など

南舞岡一丁目・二丁目住宅
地区
横浜市戸塚区

◆�建築協定区域隣接地所有者へ協定加入
の勧誘活動を積極的に実施

約11.3ha、
534区画

住
一人型
↓
合意型

1低専 ● ● ● ● ● 地盤面の変更禁止 22

神戸市建築協定地区
連絡協議会
神戸市

◆�小型の表示プレートを配布し、協定地
区の周知を図る

— — — — — — 25

協定の運営・
更新と

まちづくり

コモンシティ星田
HUL−１地区
大阪府交野市

◆�開発者が積極的に関与しながら協定運
営を住民組織へ円滑に移行

◆協定更新に計画的取り組む

約4.6ha、
166区画

住 一人型 1低専 — ● ● ●
区画形質の変更禁止、石積・擁壁
上の高さの変更の禁止�など

● 26

桂坂地区建築協定協議会
京都市西京区

◆�連合型協議会により各地区の運営委員
会の課題・情報を共有し、地区全体の
まちづくりに取り組む

約74ha、
39地区、
3,021区画

住
一人型
↓
合意型

１低専
２低専
近商

●
● ● ● ● ● ● ● ● 地盤面の変更禁止�など

● 32

栄湘南桂台地区
横浜市栄区

◆�建築協定から「地区計画とこれを補完
するまちづくり指針」へ移行

◆�まちづくり指針には地区計画には定め
られないソフト的な内容を盛り込む

約68.6ha 住 — 1低専
地区計画
に移行

— 36

姉小路界隈地区
京都市中京区

◆�マンション問題解決を契機として、歴
史的な職住共存環境の保全方策の一つ
として建築協定を活用

◆街並み環境整備事業を併用

約1.4ha、
83区画

住商 合意型 商業 — ● ● 40

特
徴
的
な
活
用
方
法

街
並
み
の
連
続
性
確
保

大浜地区
福岡市博多区

◆�狭あい道路沿いにゆとりある道路空間
を確保するために建築協定を活用

◆�建替えを促進するために密集事業の建
替助成制度を併用

約1.7ha、
48区画

住商 合意型 商業 — ● ● 46

大曽根街づくり地区
名古屋市北区

◆�商店街における街並みの連続性を
　確保するために建築協定を活用

約1.6ha、
91区画

商 合意型 商業 ● ● ● 49

避
難
通
路
等
の
確
保

法善寺横丁地区
大阪市中央区

◆�連担建築物設計制度と建築協定の
　併用により風情ある路地空間を再生

約0.2ha 商 合意型 商業 — ● ● ●
防災機能の確保、防災訓練の実施�
など

50

高野玉岡町地区
京都市左京区

◆�共用通路である背割空地の確保に
　建築協定を活用

約0.15ha、
20区画

住 合意型 2中高 — ● 通路部分への植栽の禁止 53

 各事例の概要表
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事例の主と
なるテーマ

地区名称
市区町村名

主な特徴（ポイント）
面積

区画数
主な

土地利用
建築協定

の型
用途地域

協定の
更新

建築協定による制限項目
地区計画
との併用

掲載頁
用途

建ぺい率
容積率

敷地面積
敷地分割

高さ
階数

壁面位置
形態
意匠

塀 設備 その他

協定内容の
厳守・運用

諏訪野地区
福島県伊達市

◆�敷地毎に異なる壁面位置や駐車場、物
置、門柱の設置位置を定め、厳しく運
用

約8.1ha、
288区画

住
一人型
↓

合意型
1低専 ● ● ● ● ● ● ● ●

宅地区画及び地盤高の変更を禁止、
駐車場・物置・門柱の設置指定�
など

● 10

布佐平和台第一〜
第四住宅地区
千葉県我孫子市

◆�大規模戸建住宅団地で、自治会と一体
となった運営委員会が建築確認申請前
に事前審査を実施

約26.8ha、
1,395区画

住
一人型
↓

合意型
1低専 ● ● ● ● ● ●

地盤面の変更禁止、擁壁の勾配・
使用の変更禁止など

14

隣接地等へ
の働きかけ、
協定の周知

神戸北町大原２丁目地区／
シンパシーこうべきたまち
地区
神戸市北区

◆�隣接工区の開発事業者に働き掛けを行
い、ほぼ同様の内容の協定を締結

約3.4ha、
156区画

住 一人型 1低専 —

● ● ● ●
地盤面の変更禁止（ただし書き
有）、駐車場出入口制限�など

●

18
約1.7ha、
94区画

● ● ● ●
地盤面の変更禁止（ただし書き有）�
など

南舞岡一丁目・二丁目住宅
地区
横浜市戸塚区

◆�建築協定区域隣接地所有者へ協定加入
の勧誘活動を積極的に実施

約11.3ha、
534区画

住
一人型
↓

合意型
1低専 ● ● ● ● ● 地盤面の変更禁止 22

神戸市建築協定地区
連絡協議会
神戸市

◆�小型の表示プレートを配布し、協定地
区の周知を図る

— — — — — — 25

協定の運営・
更新と

まちづくり

コモンシティ星田
HUL−１地区
大阪府交野市

◆�開発者が積極的に関与しながら協定運
営を住民組織へ円滑に移行

◆協定更新に計画的取り組む

約4.6ha、
166区画

住 一人型 1低専 — ● ● ●
区画形質の変更禁止、石積・擁壁
上の高さの変更の禁止�など

● 26

桂坂地区建築協定協議会
京都市西京区

◆�連合型協議会により各地区の運営委員
会の課題・情報を共有し、地区全体の
まちづくりに取り組む

約74ha、
39地区、
3,021区画

住
一人型
↓

合意型

１低専
２低専
近商

●
● ● ● ● ● ● ● ● 地盤面の変更禁止�など

● 32

栄湘南桂台地区
横浜市栄区

◆�建築協定から「地区計画とこれを補完
するまちづくり指針」へ移行

◆�まちづくり指針には地区計画には定め
られないソフト的な内容を盛り込む

約68.6ha 住 — 1低専
地区計画
に移行

— 36

姉小路界隈地区
京都市中京区

◆�マンション問題解決を契機として、歴
史的な職住共存環境の保全方策の一つ
として建築協定を活用

◆街並み環境整備事業を併用

約1.4ha、
83区画

住商 合意型 商業 — ● ● 40

特
徴
的
な
活
用
方
法

街
並
み
の
連
続
性
確
保

大浜地区
福岡市博多区

◆�狭あい道路沿いにゆとりある道路空間
を確保するために建築協定を活用

◆�建替えを促進するために密集事業の建
替助成制度を併用

約1.7ha、
48区画

住商 合意型 商業 — ● ● 46

大曽根街づくり地区
名古屋市北区

◆�商店街における街並みの連続性を
　確保するために建築協定を活用

約1.6ha、
91区画

商 合意型 商業 ● ● ● 49

避
難
通
路
等
の
確
保

法善寺横丁地区
大阪市中央区

◆�連担建築物設計制度と建築協定の
　併用により風情ある路地空間を再生

約0.2ha 商 合意型 商業 — ● ● ●
防災機能の確保、防災訓練の実施�
など

50

高野玉岡町地区
京都市左京区

◆�共用通路である背割空地の確保に
　建築協定を活用

約0.15ha、
20区画

住 合意型 2中高 — ● 通路部分への植栽の禁止 53

 各事例の概要表

桂坂地区での一例



建築協定等を活用した住民主体のまちづくり活動に対する支援制度について

—— 住まい・まちづくり担い手事業（長期優良住宅等推進環境整備事業）——

　持続可能なストック型の社会への転換、質の高い住宅を長期にわたり使用していくための市場環
境、市街地環境の整備が求められている中、このような環境を創り出していくため、住宅の建設、
維持管理、流通、まちづくり等についてのNPO法人、任意団体等の活動を促進することが必要です。
　このような観点から、国土交通省では、モデル的な活動を公募によって募り、優れた提案に対して、
予算の範囲内において、活動の実施に要する費用の一部を補助する「住まい・まちづくり担い手事
業（長期優良住宅等推進環境整備事業）」を創設しています。
　本事業では、建築協定等が結ばれた地域等における住環境の整備・保全のための活動に対しても
支援が可能となっており、積極的な活用が望まれます。
　本事業の詳細については、㈶ハウジングアンドコミュニティ財団のホームページ
（http://www.hc-zaidan.or.jp/）をご確認ください。

（※以下は 21年度公募分の内容であり、22年度以降の公募については未定）

■事業の概要（21年度公募分）
１）募集する提案事業の部門
　　○すまい・一般部門
� 　⑴�住宅の流通、維持・管理等のための活動
� 　⑵�住環境の整備・保全等のための活動
� 　⑶�その他の住まい・まちづくり活動（建設・生産、生活支援等）
　　○建築・まちなみ部門※１

� 　⑴�建築デザイン、まちの景観の向上、建築資産の活用等に関する活動
� 　⑵�建築協定等が結ばれた地域等における住環境の整備・保全のための活動※２

� 　　（支援対象となる活動の例）
� ・建築協定区域の良好な環境形成に向けた活動
� ・既成市街地における建築協定締結に向けた検討
� ・複数の建築協定法人が連携して、課題の解決・情報発信等を行う活動　など
� ※１　�全国的な規模での活動を除き、原則として地方公共団体と連携した活動が対象であり、地

方公共団体による推薦書の添付が必要。
� ※２　�建築協定等の結ばれた地域又は検討を行っている地域の住民団体が主体（住民団体の協議

会や住民団体等が含まれる連名での応募を含む。）のものが対象。
２）応募期間
� 平成 21年４月 15日～５月 15日
３）事業実績（21 年度）
� 応募件数：219件　選定件数：113件
４）支援対象団体
� 営利を目的としない以下の団体
� 　イ）特定非営利活動法人（NPO法人）
� 　ロ）公益法人等（社団法人、財団法人等）
� 　ハ）任意団体等（協議会、準備組合、市民活動団体、専門家による団体等）
５）活動支援の額
� 活動費と報告書作成費を合わせ、原則として 1団体当たり 100～ 300 万円



建築協定活用事例

13事例
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1 地区及び建築協定の概要

■地区名・所在地
地区名 諏訪野地区

所在地 福島県伊達市諏訪野1～ 3丁目

最寄駅 JR東北本線伊達駅　駅南約0.9kmに位置

用途地域 第一種低層住居専用地域
（容積率80％、建ぺい率50％）

■建築協定等の概要
当初認可年月日 平成7年6月2日

変更認可年月日 平成19年3月23日

有効期間 10年間（平成29年3月22日）
自動更新（延長10年）

締結型 合意型（当初一人型）

協定地区面積／
区画数

約8.1ha／288区画
（全体約12.6ha）

地区計画
（志和田前地区） 平成8年5月31日　都市計画決定

地区特性
　諏訪野地区は、平成6年から開発事業者が3工区

に分けて段階的に開発した総区画数288の住宅地
で、現在も一部は分譲中である。
　開発段階から建築家や都市計画家、開発事業者な
どの多くの専門家が関わった住宅地であり「住民が
主体となって環境共生を図ることで街のコミュニ
ティを構築すること」を目標として開発された。具
体的には、透水性舗装や緑豊かな道路、電線の地中
化、穏やかな曲線道路、沿道の桜並木と宅地内の石
垣などにより、潤いのある住環境を形成している。
また、街のコミュニティを自然発生的に誘発するた
めに、5 ～ 10区画の宅地に囲まれる形でコモン（住
民のために計画的に整備された共有スペース）を
36 ヶ所設けている。
 

協定区域

諏訪野１丁目

諏訪野３丁目諏訪野２丁目
（第2工区） （第3工区）

（第1工区）

区画道路

幹線道路

コモン街路
歩
行
者
専
用
通
路

コ
モ
ン
入
口
街
路

N

駐車場

建築許容区域
（建築協定）

物置

門柱

凡例：
建築協定の制限

敷地毎にきめ細かく壁面後退位置などを設定し、厳しく運用

図表 1　建築協定の区域図 図表 2　コモンを囲む宅地の配置
緑豊かな諏訪野

諏訪野地区　福島県伊達市

敷地毎に異なる壁面後退位置や駐車場、物置、門柱
の設置位置をきめ細かく定め、これを担保するため
に、建築協定運営委員会が確認申請前の事前審査や
工事後の独自の完了検査、検査済書の発行を行って
いる。

＊コモンは公共用地のため協定区域外
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諏訪野地区

建築協定の特色
　諏訪野地区では地区計画や緑化協定に加え建築協
定を定め、魅力的な住環境を維持している（図表5）。
地区整備計画では用途、高さ制限、壁面後退等の制
限を定めているが、建築協定ではよりきめ細かく厳
しい制限として建ぺい率、容積率、壁面後退、形態・
意匠、駐車場の設置位置等の制限を定めている。

◦各敷地に対してきめ細かい制限内容を示す
　建築協定によって敷地が接する道路等の種別と方
角ごとに建築物の壁面後退位置を決めた上で（図表
3）、敷地毎に駐車場（カーポート設置場所）、物置、
門柱の設置位置を図化することで指定し、実際に建
築が可能である区域を独自に建築許容区域として定
めている。上記の内容を盛り込んだ図（宅地用途図、
図表4参照）を、協定区域内の288の敷地全てに対
して作成し、協定書に提示している。これらの厳守
のため、確認申請前の事前審査や工事後の建築協定
運営委員会（以下、運営委員会）による独自の完了
検査を行っている。
　なお、この宅地用途図は地区計画の方針の付図と
しても示されている。

2 取り組みの内容

　街びらきの段階では、開発者による一人協定で
あったが、その後、段階的に住民主体の協定運営へ
移行していった。

住民主体の協定運営への下地づくり
◦団地管理組合の設立
　平成10年、30世帯が入居した時点で、責任ある
街のコミュニティの構築を主な目的として、建物の
区分所有に関する法律をもって共有施設である集会

区画道路

コモン街路

隣
接
宅
地

コ
モ
ン
入
口
街
路

6.0m 2.0m

2.5m

3.5m
物置

門柱

駐車可能範囲

駐車場（現状）

建築許容区域
（建築協定）
壁面後退位置
（地区計画）

N

凡例：
建築協定の制限等

図表 3　壁面後退距離

図表 4　宅地用途図

図表 5　主な建築物への制限

区分 東 西 南 北

幹線街路 3.0 － 3.0 2.5

準幹線街路 3.0 3.0 － －

区画道路 3.0 3.0 3.0 2.5

コモン入口街路 2.0 2.0 2.0 2.0

コモン街路 3.5 3.5 3.5 3.0

歩行者専用通路 2.0 2.0 3.0 3.0

隣接宅地
（1階） 1.5 1.5 3.0 1.5

　4.2＊

隣接宅地
（2階） － － － 2.5

　4.2＊

ガス基地廻り 2.5 2.5 2.5 2.5

商業地廻り 3.0 3.0 3.0 3.5

諏訪野建築協定 地区計画（条例） 緑化協定　＊諏訪野では緑化景観条例

区画形質の変更 ・宅地区画及び地盤高の変更を禁止 － －
建築物の用途 ・戸建専用住宅等 戸建専用住宅等 －

建ぺい率 ・40％、物置・カーポートを加える場合
は50％ － －

容積率 ・60％、物置・カーポートを加える場合
は80％ － －

高さ制限 ・地盤面から10m以下、軒高は7m以下 10m以下　軒高は7m以下 －

壁面後退
・建築許容区域を超える建築の禁止。
　〔建築許容区域を超えて建築可能なも
のを明確化（出窓部分、物置等）〕

道路境界線から1.0m以上
隣地境界線から1.5m以上
（付属建築物を除く）

－

形態・意匠
・屋根は無彩色（黒を基調）
・屋根の意匠・形態等、壁面の色彩は健
全な街にふさわしい調和のあるもの

屋根は無彩色とする。
－

その他

・駐車場・物置・門柱の設置位置の指定
　〔駐車が可能な範囲の拡大〕
・テレビアンテナ設置場所の制限
・屋根の排水方法
　〔排水方法の種類を明確化〕　　等

かき、柵等を設ける場合は
生垣とする。
隣地境界の土留めは5cm以
内とする。

・道路に面する区域は、低木及び中木
の生け垣緑化、民民境界は、樹高1.2m
以下の生け垣緑化

・宅地内の緑被率20％以上　等

＊下線部は平成 19年の変更項目

＊北側駐車場の場合における北側隣地境界からの距離
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場施設を財産とした、団地管理組合法人「諏訪野会」
（以下、「諏訪野会」）を設立した。
　その後、集会場やコモンなどの共有・共用空間を

「諏訪野会」が維持管理している。

◦建築協定運営委員会の発足
　平成13年に3地区全体の協定運営を担う運営委
員会を「諏訪野会」の部会として発足した。
　運営委員会は2年任期で、委員長は「諏訪野会」
の理事長が兼務し、委員は「諏訪野会」の理事3名
と1 ～ 3丁目から各1名の住民を選出し、計7名で
構成している。なお、未売却の宅地があることから、
開発事業者は、運営委員会の発足時から現在まで継
続して運営委員の一員として参加している。

建築協定の変更経緯
◦住民主体の協定運営の検討
　運営委員会は、まず街の基本理念や建築協定の締
結意義などの基本的な内容についての勉強会を開き、
その後、これまでの協定運営の問題点の洗い出しや
協定改定の検討を始めた。

◦協定の制限内容の変更に係る検討
　平成15年には、入居後の時間経過によって変化
した生活スタイル等に対応するため、現状の問題点
の洗い出しとアンケート調査の結果を踏まえた建築
協定の変更案を作成した。案に盛り込まれた制限内
容の主な変更内容は以下の通りである（変更点は図
表5下線部）。
　計画当初は、1世帯あたりの自動車保有台数を2
台と想定して駐車場の設置位置を制限していたが、
さらに1 ～ 2台の駐車を可能とするため、駐車可能
範囲を敷地境界から6ｍまでの範囲に拡大した（図
表4）。
　また、それまでは集約型の協調アンテナを使用し
ていたが、町営ケーブルテレビの開局により協調ア
ンテナの利用率が低くなったことと、地上デジタル
放送に対応するために、新たに高さ制限を設けた上
で各住戸が個別にアンテナを設置することを可能と
した。
　さらに、取り扱い基準がなく曖昧であった小規模
な物置やテラス、床面積に算入されない出窓等につ
いて建築許容区域を超えて建築する事例が増えてい
たことから、それらを建築可能なように基準を明確
にした。

総会での承認
　平成15年5月に、検討した建築協定の変更案を

「諏訪野会」総会に提出し、住民全員の合意をもっ
て承認された。
　さらに、建築協定の内容を確実に担保するために、
運営委員会が建築確認申請の事前審査、工事完了後
の完了検査を行うことと、工区別に3つに分けられ
ていた協定地区を1つに統合することが承認された。
　なお、地区の統合については、協定の制限内容が
同じでかつ、運営も同一の開発事業者が担っており、
実質的には1地区の建築協定と変わらなかったこと
などから、承認はスムーズに進んだ。

◦行政との調整を経て変更認可を取得
　総会での承認を経て、平成16年には県に協定の
変更案を提示し、協定の構成や技術的内容、表現等
の県からの指摘事項に対応した。諸手続きが完了し
た平成18年には協定変更の同意に関する必要書類
を住民全員分揃え、県知事へ申請書を提出した。
　変更同意に関する住民全員分の土地登記簿謄本や
印鑑証明などの必要書類を揃えるために、更に1年
あまりの歳月を要した。
　その後、平成13年の勉強会開始から7年目にあ

図表 6　建築協定の変更までの流れ

Ｈ7� ○諏訪野建築協定を締結

Ｈ 8� ○地区計画の都市計画決定

Ｈ 10� ○団地管理組合法人「諏訪野会」を設立・登記

Ｈ 13� ○建築協定運営委員会を発足

Ｈ 14

Ｈ 15

Ｈ 16

Ｈ 17

Ｈ 18

Ｈ 19

～

制限内容変更の
検討、協定改正
案の作成

行政との調整

全区画の同意
書取得

協定運営問題点
洗い出し

運営委員会が
事前審査～承認
～検査済書発行
を開始

「諏訪野会」総会にて承認（H15.5）

諏訪野建築協定の変更認可（H19.3）

制限内容の
変更について

住民主体の
協定運営について
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諏訪野地区

たる平成19年3月に、3つの協定を1つにまとめて
新規に協定を締結しなおす形で変更認可を得た。

住民主体の事前審査・承認等の仕組みの展開
　平成15年の総会での承認後、運営委員会は、住
民自らのルールを最後まで運営・管理するという意
志に基づき、行政等への建築確認提出前の事前審査
と、工事後の完了検査を一貫して行う諏訪野独自の
協定運営を開始した。

◦建築計画の審査と承認
　建築行為者が建築や宅地利用形態の変更を行う場
合、事前に運営委員会に「建築承認申請書」又は「宅
地利用形態変更承認申請書」を提出する。その後、
委員は協定チェックリスト（図表8）によって申請
内容の審査を行い、設計打ち合わせ協議を行った上
で委員長名で「建築承認書」又は「建築を承認でき
ない旨の通知書」を交付する。
　なお、建築承認申請書等は、担当委員に連絡する
ことで入手することができ、担当委員は事前相談に
も対応する。

◦独自の工事完了検査と「検査済書」の発行
　建築主は、工事の着工前に「着工届」、工事完了
後に「完了届」を提出し、運営委員会は、協定内容
に適合している場合は「検査済書」を発行する。完
了検査では完了検査用のチェックリストをもとに壁

面後退距離や付属施設の設置位置等の実測を行って
いる。なお、協定内容に適合しない場合は書面によっ
て通知し、改善を求めている。

協定内容等の周知・啓発活動
　住宅地の魅力を新規入居者に理解してもらうため
に、入居案内時に「諏訪野会」の総会資料や「諏訪
野通信」等を渡すとともに、景観向上への協力依頼
という形で、建築協定に定められた制限の内容を示
した資料を渡している。

3 今後の課題

新旧住民相互における建築協定の重要性の共有
　諏訪野地区では、計画的に開発した住宅地の住環
境を維持・保全していくために、住民が主体となっ
て勉強を重ねて独自のルールを定め運営してきてい
る。現居住者は街の維持管理を住民の責任や義務と
感じ、建築協定等のルールの運営に賛同しているが、
今後、世代交代や新規住民の入居等が進んだ場合に、
建築協定等のルールの運営や街の維持管理への参画
の重要性を共有してもらえるかどうかが課題である。

図表 7　事前審査等の取り組みフロー 図表 8　建築協定チェックリスト（事前審査用）

 
運営委員会 宅地所有者等 建築主事等

申請内容の審査

建築確認審査

工事着工

完了検査

完了検査

❶「建築承認申請書」の提出

❷「建築承認書」の発行

❸「工事着工届出書」の提出

❹「工事完了届出書」の提出

❺「検査済書」の発行
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1 地区及び建築協定の概要

■地区名・所在地
地区名 我孫子市布佐平和台第一～第四住宅地区

所在地 千葉県我孫子市平和台2丁目～ 7丁目

最寄駅 JR成田線布佐駅
駅西北約0.3 ～ 1.5kmに位置

用途地域 第一種低層住居専用地域
（容積率100％、建ぺい率50％）

■建築協定の概要
当初認可年月日 昭和52年8月26日（第一住宅地区）

更新年月日 昭和62年11月13日（第一住宅地区）

有効期間 10年間（平成29年11月12日）
自動更新（10年毎継続）

締結型 合意型（当初一人型）

面積 約26.8ha（第一～第四住宅地区）

区画数 430区画（当初）、現在1,395戸

地区特性
　総面積約56.7ha、総戸数1,395戸の大規模戸建
住宅団地である。
　昭和51年9月の分譲開始から約15年間に亘って
宅地開発が進められ、平成12年まで約24年の長期
に亘って宅地分譲と建売分譲が行われた。
　宅地は平均約200㎡で、大谷石の擁壁で区画され、
緑化協定により道路側は生垣となっている。

建築協定の特色
　建築協定には、住宅地としての良好な環境の維持
増進を目的に、次のような内容が盛り込まれている。

運営委員会による「事前審査・承認」を約 20 年に亘って運用

布佐平和台第一～第四住宅地区
千葉県我孫子市 

第一住宅地区は、昭和 52 年に一人協定で認可された
千葉県指定第一号の地区。約 10 年の運用を経て、平
成元年には確認申請前に運営委員会が協定との適合
性を審査する「事前審査制度」を導入。審査時の判
断基準となる運営規則も作成。

図表 2　建築協定の主な内容
用途 専用住宅

階数 ２階以下（地階を除く階数）

高さ ９m以下、軒の高さ６.5ｍ以下

外壁後退 隣地及び道路境界線から1ｍ以上

区画割り 細分割の禁止（協定締結時のまま）

地盤面 変更禁止（協定締結時のまま）

擁壁 勾配・仕様の変更の禁止

へい 生垣、又は金網柵併用

第一住宅地区第四住宅地区

第三住宅地区

第二住宅地区

図表 1　建築協定の区域図
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布佐平和台第一～第四住宅地区

2 取り組みの内容

自治会と一体となった運営委員会による運営
　昭和51年9月の第一住宅地区（430区画）の分
譲開始後、世帯数が約250世帯になった昭和54年
に、自治会と自治会役員が運営委員を兼務する建築
協定運営委員会（以降、運営委員会）が発足した。
　自治会役員が運営委員を兼務できた理由は、当初
は増改築が少なく、しかも団地内には開発会社のメ
ンテナンス会社や住宅メーカーの販売事務所があっ
たことから、同職員と相談しながら協定運営が可能
であり、委員の負担が少なかったためである。
　自治会役員は1年交代で、5 ～ 6班（1班約10世
帯）単位で理事を1名選定している。運営委員会の
委員長には自治会副会長、委員には自治会の総務・
渉外・企画・広報・まちづくり協議会・会計の各部
の理事が就任している。

「事前審査制度」導入のきっかけと運営
◦1年交代の委員会運営による判断のバラツキや
	 行政の確認判断と委員会判断のズレが発生
　運営委員会発足後、歴代の委員長を中心に個別に
建築協定の運営を進める中で、屋上庭園や２世帯住
宅など、専門家ではない委員長が適否の判断に苦慮
する事例が出てくるとともに、委員長によって判断
が分かれるケースもあった。
　一方、委員会では建築不可とした確認申請が行政
に出された際に、建築協定書に記載されていないな
どの理由により確認がおろされるケースもあった。
　このため、平成元年8月に、行政への建築確認申
請書の提出前に、自治会内部で事前審査を行うこと
を目的とした「自治会建築協定処理細則」を作成し、
我孫子市の承認を得た。以降、全ての建築行為につ
いて事前に運営委員会が承認し、我孫子市等に建築
行為等承認通知書を提出する ｢事前審査｣ の運営を
約20年に亘って実施している。

◦問題がなければ審査から承認まで7日間
　建築行為者は、事前に審査手数料1,000円を運営
委員会に支払った上で、担当理事経由で「建築行為
等承認申請書」を運営委員長に提出する。
　その後、運営委員会で審議し、委員長名で「建築
行為等承認通知書」又は「不承認通知書」を交付す
る。建築主は、行政又は指定確認検査機関へ建築確
認申請書を提出する際に承認通知書を添付する。

S51年 第一住宅地区　販売開始

S52年 第一住宅地区　建築協定認可

S54年 自治会と建築協定運営委員会の発足

S58年 第二住宅地区　建築協定認可

S59年 第三住宅地区　建築協定認可

S60年 第四住宅地区　建築協定認可

S61年 第一住宅地区　協定更新の準備開始

S62年
第一住宅地区　建築協定の更新認可（自動更新の導入）
　　＊合意手続きが難航。更新まで約1年半

H元年
（8月）

第二住宅地区　建築協定の更新認可（自動更新の導入）
　　＊前倒し更新。更新まで約1年半

H元年
（9月）

建築計画の「事前審査制度」の導入
　＊�行政への建築確認申請前に運営委員会の事前審査
を経ることを我孫子市が承認

H15年
第三、第四住宅地区の協定更新に向けた
「協定対策委員会」発足

H16年 同意手続きが難航し、第三住宅地区の協定期限切れ

H17年
第三、第四住宅地区�建築協定更新の
再認可（自動更新の導入）

H18年 「建築協定審議諮問委員会」発足

Ｈ19年 「建築協定書・緑地協定書」の製本・全戸配布

Ｈ20年 「建築協定運営規則」「同コメント」の作成・全戸配布

委員交代時
の申し送り
による運用

約10年
運用

自治会館（平成 11年 3月竣工）住宅地の維持管理活動の拠点

大谷石の擁壁と生垣が連続する街並み

図表 3　建築協定の当初認可からの経緯
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　審査から交付までの期間は、問題がない場合は7
日間、問題がある場合等は最大1 ヶ月かかる。
　現在、承認申請は年間10件程度で推移している

（平成20年は10件のうち8件が建替え）。

◦工事期間中は運営委員会の承認看板を提示
　さらに、建築主は建築工事に入る前に、運営委員
会に1万円を支払った上で「建築行為等承認証（看
板）」を貸り受け、工事期間中、現場に承認看板を
提示する必要がある。なお、工事終了後は看板を返
却し、預かった1万円を返却する仕組みとなってい
る。

◦委員交代時に「審査判断の申し送り」を実施
　運営委員は「条文主義」ではなく「判例主義」を
尊重するとの運営方針に基づき、毎年の交代時に、

「外階段を認めない」「屋上利用を認めない」などの
独自の判断や約束事の申し送りを行っている。

「建築協定運営規則」作成の経緯と内容
◦協定更新のための住民有志による
	「建築協定対策委員会」設置がきっかけ
　自治会は、第一、第二住宅地区の更新時の苦
労を踏まえて、第三、四住宅地区（計約800区

図表 4　建築行為等承認申請書

図表 5　建築工事現場に表示される「建築行為等承認証」

現在の運営委員会の委員長と諮問委員会の委員

画）の協定更新手続きを早期に進めるために、平成
15年11月に「建築・緑地協定対策委員会」を設置
した。
　委員は公募により選定し、12名体制（うち建築・
行政経験者3名）で、自治会の理事・班長と協力し
ながら更新手続きを進めていった。
　土地所有者数が多い上に、全国に散在していたこ
とから、同意書の取付けは困難を極めたが、2年後
の平成17年に更新認可を得ることができた。
　更新手続きの過程で、過去の判断のバラツキや現
在の申し送りでは禁止となっている屋上利用などの
存在等が浮き彫りになり、平成18年3月に、同委
員会を「建築協定審議諮問委員会（以降、諮問委員
会）」に改め、新たな活動を開始した。

布佐平和台・建築（緑化）協定
建築行為等承認証

布佐平和台自治会
（工事期間中見やすい場所に表示してください）

承認年月日
番 号

平成　　　年　　月　　日
布平自建協　第　　　　号

承 認 者 布佐平和台建築協定運営委員長

建築主また
は築造主の
氏 名

工事施工者
住所・氏名

電 話 番 号 　☎

工事現場管
理 者 氏 名
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布佐平和台第一～第四住宅地区

◦建築協定運営規則と同コメントを作成
　諮問委員会は、委員交代時の申し送り事項を後世
に継承するとともに、小屋裏部屋、半地下方式、土
留め擁壁など、それまでの協定では判断できない事
例や今後の社会変化に適切に対応するため、審査時
の判断基準となる運営規則づくりを始めた。
　具体的には、併用住宅や大谷石の擁壁の勾配・仕
様等の実態調査、建築基準法に定義がない専用住宅
や一戸建ての判断、小屋裏部分の面積の取扱いを検
討するとともに、区分所有法を参考に、裁判所に提
訴するための議決権定数の検討などを行った。
　約2年後の平成20年3月に運営規則と同規則に
至った考え方を示すコメントを作成し、全戸に配布
するとともに、住民説明会を開催した上で、平成
20年4月末の自治会の定例総会で正式に承認され
た。
　なお、役目を終えた諮問委員会は、一旦解散した
が、現在は、運営委員会が判断に苦慮した場合の諮
問機関の役割を担っている。

3 今後の課題

建築協定内容の周知・啓発活動の充実
　建築協定の周知活動としては、各住宅地区に1箇
所「建築・緑化協定のお知らせ看板」を設置すると
ともに、協定認可を受けた住宅地全地域の「建築・
緑地協定書」や上記の運営規則等を製本し、全戸配
布（新規居住者にも配布）を行っている。
　もともと住環境の維持管理に対する意識が高い居
住者が多い住宅地であるが、既に入居後約30年を
経過し、世代交代が進むとともに、中古住宅の売買
や賃貸化事例が増加するなど、居住者構成も大きく
変化しつつある。このため、今後は、絵図等を挿入
した分かり易い協定解説書の作成や講習会等の開催
など、周知・啓発活動を充実していく必要がある。

増改築等の増加に対応する運営体制の整備
　分譲当初に建築された住宅の老朽化が進むととも
に、家族構成も変化してきていることから、今後は
建替えや増改築がさらに増加することが想定される。
このため、審査・承認等の処理を円滑に行えるよう
に運営体制の充実を図っていく必要がある。

図表 6　「建築協定運営規則」の主な内容

項　　目 概　　要

専
用
住
宅

運営委員会が認める
一部の兼用住宅を許容

認
め
ら
れ
る
例

兼用事務所
公認会計士事務所、税理士事務所、
行政書士事務所等

兼用学習塾等
エレクトーン教室、ピアノ教室、
英語教室、生け花教室等

兼用治療院 整骨院、マッサージ等

認められない例
暴力団事務所、専用事務所、宗教施設、
カラオケ教室

一戸建て 玄関が二つある２世帯住宅を許容

外付け階段 外付け階段の禁止（アパート化の禁止）

階　　数
小屋裏物置の水平距離面積は
直下の階の床面積の1／2まで許容

擁壁の仕様
大谷石で築造されている箇所は、
極力大谷石を採用

裁判所への提訴の
条件

議決権定数の２／３以上
違反者に弁明の機会を与える

建築・緑化協定のお知らせ看板（各地区に 1箇所設置）

大谷石の擁壁と生垣からなる特徴的な街並み
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1 地区及び建築協定の概要

■地区名・所在地

地区名 神戸北町大原2丁目地区
シンパシーこうべきたまち地区

所在地 神戸市北区大原2丁目、山田町原野

最寄駅 神戸電鉄有馬線山の街駅�
駅西約1.0 ～ 1.5kmに位置

用途地域 第一種低層住居専用地域
（容積率80％、建ぺい率40％）

■建築協定の概要
○神戸北町大原2丁目地区

当初認可年月日 平成3年1月25日�

有効期間 20年間（平成23年1月24日）
自動更新（延長10年）／ 1回

締結型 一人型

面積 3.4�ha

区画数 156区画

○シンパシーこうべきたまち地区

当初認可年月日 平成19年7月11日��

有効期間 10年間（平成29年7月10日）

締結型 一人型

面積 1.7�ha

区画数 94区画

地区特性
　神戸北町大原2丁目地区が属する大原・桂木地区
は民間の開発業者によって開発された住宅地で隣接
する日の峰地区と共に「神戸北町」とも呼ばれる。「神
戸北町」の開発は日の峰（S62 ～）、桂木（H1 ～）、
大原（H7 ～）の順で販売されており、工区毎に一
人型の建築協定が締結され、平成21年3月時点に

おいて、大原地区4、桂木地区7、日の峰地区5の
計16の建築協定地区が存在している。

建築協定の特色
◦神戸北町大原2丁目地区（図表1及び図表2参照）
　神戸北町大原2丁目地区は、「神戸北町地区地区
計画」エリア内に属しており、用途及び敷地規模、
壁面の位置、垣・柵の高さを地区計画で定め、形態
意匠、垣・柵のコンクリートブロック禁止、地盤面
の高さ、駐車場出入口等のきめ細かな制限を建築協
定で定めている。なお、大原・桂木地区内の他地区
においてもほぼ同様の地区計画及び建築協定が定め
られている。

◦シンパシーこうべきたまち地区
　（図表1及び図表3参照）
　シンパシーこうべきたまち地区は神戸北町大原2
丁目地区とは異なり、「神戸北町地区地区計画」エ
リアには属していない。但し、建築協定の内容は神
戸北町大原2丁目地区の制限項目とほぼ同様の内容
となっている。その一方で、それぞれの地区におけ
る敷地規模が異なることから、大原2丁目地区では
外壁後退距離1mとしているところを、0.7mとす
るなど実態に即した協定内容が定められている。

2 取り組みの内容

取り組みのきっかけと概要
◦隣接地域に対する建築協定締結への働きかけ
　シンパシーこうべきたまち地区の敷地は元々は住
宅地としての開発が予定されていなかった地区（市
街化調整区域）であったが、開発業者が土地を取得
した際に、既に建築協定を締結している大原地区の

隣接工区の開発事業者へ働きかけ、ほぼ同様の協定を締結

神戸北町大原２丁目地区　神戸市北区

シンパシーこうべきたまち地区　神戸市北区

建築協定地区に隣接するエリアでまとまった住宅地
が開発されることに伴い、協定地区から開発事業者
へ強く働きかけを行った結果、ほぼ同様の内容で協
定が締結されることに成功している。
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まちづくりに対する住民の想い、地域状況、教育環
境等々の情報を地域の代表から聞き、開発にあたっ
て住民との事前協議の場で協議、相談を繰り返し行
い、問題解決策等を調整した結果、大原連合自治会
からは開発業者に以下のような内容を要望した。

・当該区域は地区計画区域外ではあるが、自治会が
大切にしているまちの美観のルールが既にあるこ
とから、それに準じてほしいこと。

・具体には、区域の一部が大原2丁目の敷地にかかっ
ているので大原と同じような地区計画に基づくこ
と。また、各区画に対しては建築協定を締結させ
て販売して欲しいこと。

図表１　神戸北町地区地区計画全体図及びシンパシーこうべきたまち地区建築協定の位置図

図表 2　建築協定及び地区計画の主な制限項目（神戸北町大原２丁目地区）

図表 3　シンパシーこうべきたまち地区の主な制限項目

制限項目 建築協定による制限内容（抜粋）� 地区計画（条例）による制限内容（抜粋）�

用途の制限 寄宿舎及び下宿は不可
専用住宅、一部の兼用住宅のみ建築可 共同住宅および公衆浴場は建築不可。

敷地面積の最低限度 － 150㎡

容積率・建ぺい率 － －

壁面位置の制限 隣地境界線から１m 道路境界線から1m以上

高さの最高限度 － －

形態又は意匠の制限 門扉構造制限、張り出し禁止、看板禁止 －

垣・柵の制限 コンクリートブロックは不可、生垣又は生垣併用 塀（生垣除く）の高さ�1.2ｍ以下

その他 地盤面の変更禁止（ただし書き有）、駐車場出入口制限、
緑化努力義務 －

名称 シンパシーこうべきたまち地区建築協定

制限項目 専用住宅、一部の兼用住宅のみ建築可

用途の制限 専用住宅、一部の兼用住宅のみ建築可

敷地面積の最低限度 －

容積率・建ぺい率 －

壁面位置の制限 隣地境界線から0.7ｍ

高さの最高限度 －

形態又は意匠の制限 門扉構造制限張り出し禁止、看板制限

垣・柵の制限 コンクリートブロックは不可、
生垣又は生垣併用

その他 地盤面の変更禁止（ただし書き有）
緑化努力義務

神戸北町地区地区計画区域図

シンパシーこうべきたまち地区建築協定

神戸北町桂木４丁目地区建築協定

神戸北町大原２丁目地区建築協定
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　結果的に大原地区の建築協定の内容に準じた一人
型のシンパシーこうべきたまち地区建築協定が、平
成19年7月11日に締結され、住宅地の販売が開始
された（都市計画的には暫定市街化調整区域・第一
種低層住居専用地域でありかつ、その内、北東側の
テニスコートに隣接する数区画のみが神戸北町地区
地区計画（戸建住宅地区A）及び市街化区域・第一
種低層住居専用地域となっている）。この地区では、
現在、94区画のうち10区画程度で建築が行われて
いる。

◦上記取り組みが可能となった背景
①�「大原・桂木ふれあいのまちづくり協議会」の設立
　上記のような働きかけが実現したのは何故か？こ
こではその背景について少し詳しく説明する。
　神戸北町大原2丁目地区が属する大原・桂木地区
では、開発業者によって締結された一人型建築協定
を自らの住宅地の居住環境を担保するツールとし運
用する一方、住民による地域全体のまちづくりを行
うことを目指し、桂木小学校区単位をベースに「大
原・桂木ふれあいのまちづくり協議会」を平成12
年12月に立ち上げている。

　ここでは、活動拠点としての地域福祉センターの
早期建設と福祉事業の推進に向けての活動が主に行
われた。住民の熱意ある行動が行政を動かし、平成
14年9月に地域福祉センターが、平成16年4月に
児童館の建設が実現している。また、両施設は神戸
市の指定管理者制度に基づいて、地域による運営が
行われていることも特徴である。
　さらに平成17年からは毎年2月に児童館におい
て餅つき大会を開催し、地域の人々みんなが参加で
きるイベントとして定着してきている。

②「神戸北町地区地区計画」変更への働きかけ
　また、建築協定及び地区計画に係る取り組みとし
ては、「神戸北町地区計画」の区域内において「高
層集合住宅地区」に指定されていた桂木4丁目地区
の計画内容について、開発業者に対し、周辺エリア
と同様の戸建住宅地として開発を行って欲しいと要
請を行い、結果として平成16年4月に地区計画が

「高層集合住宅地区」から「戸建住宅地区B」とし
て変更され、現在戸建住宅地としての開発が進行し
ている。なお、このような住民の要望が都市計画の
変更として実現した理由としては、当該地域のよう

シンパシーこうべきたまち地区からみた大原地区の風景 ふれあいのまちづくり協議会の会議風景

大原地区における建築協定地区を示す看板 平成 21年 2月に行われた餅つき大会の風景
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な郊外住宅地において集合住宅の需要は今後減少す
ると開発業者が判断したこと。また神戸市としても
当該地域は戸建住宅地として整備していくことの方
が地域のまちづくりには適切であろうということが
最終的に判断されたことが挙げられる。
　結果、桂木4丁目地区においては周囲の桂木1、2、
3丁目地区と同様の一人型建築協定が締結、販売が
行われ、順次新しい住民が入居し始めている。

③内外に向けた様々な取り組み
　ふれあいのまちづくり協議会では、その他「防災
活動」「エコタウン活動」「植樹活動」等地域で支え
あう様々な活動を行うと共に、毎年春にオープン
ガーデンも開催し、地域内外に向けたまちづくり活
動を展開している。特に、桂木地区内に位置する緑
道沿道添いはオープンガーデン時の見どころスポッ
トとして地区外の人々にも広く知れ渡るようになっ
ている。
　このような地域ぐるみのまちづくりが行われるこ
とによって、住民同士のコミュニケーションが活発
になり、結果として建築協定の運営も円滑に進むこ
とがこれらの活動から見て取れる。

3 今後の課題

更新を迎える地区が増加
　大原・桂木地区内では、平成21年4月に桂木3
丁目地区で更新を行うことを皮切りに、今後更新を
迎える地区が増加する。しかし、これまでは開発業
者による一人協定であったことから、自分たちの協
定として使いこなすには更なる勉強が必要であり、
更新時の合意率の低下や、隣接地問題等が今後の課
題である。

個々の建築協定運営委員会の運営
　自治会の規約上、自治会長及び副会長が建築協定
の運営委員を兼務することとなっているが、自治会
の役員は毎年交替するので建築協定のことがわかる
人がいないのが問題となっている。本来的には建築
協定は別組織とする方がよいと考えるが、なかなか
なり手がいないのが現状である。

NPO法人が活動を支える役割を担う
　上記のような課題を助ける役割として協議会メン
バーを中心に平成21年3月から「NPO法人大原・
桂木OKサポート」を立ち上げた。ここでは、各々
の自治会や運営委員会では対応できない専門的な内
容やまちづくり全般にかかることをNPOの取り組
みとしてきめ細かく対応していきたいと考えている。

新規住民の入居が始まる桂木４丁目地区

オープンガーデンを知らせるチラシ（H20年４月）

美しく整備され、花と緑であふれる緑道空間
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1 地区及び建築協定の概要

■地区名・所在地
地区名 南舞岡一丁目・二丁目住宅地区

所在地 横浜市戸塚区南舞岡1・2丁目

最寄駅 横浜市営地下鉄下永谷駅
駅南約0.6 ～ 1.4kmに位置

用途地域 第一種低層住居専用地域
（容積率80％、建ぺい率40％）

■建築協定等の概要
当初認可年月日 昭和46年9月14日

更新年月日 平成10年4月24日

有効期間 永年（5年＋自動延長）

締結型 合意型（当初一人型）

協定地区面積／区画数 11.3ha／534区画

世帯数 約590世帯

地区特性
　東京、横浜都心部のベッドタウンとして、昭和
40年代後半に着手された土地分譲開発地である。
　地区面積は、約11.3ha、開発当初は、区画数は
534、1区画あたりの平均敷地面積は211㎡となっ
ている。
 
建築協定の特色
　当地区の建築協定は、民間開発業者による一人協
定であった。住宅地の開発は段階的に行われ、当初、
開発単位ごとに協定が締結されていたが、２回の更
新を経て現在は統合されている。
　現在の協定内容は、次頁表に示すとおりであるが、
第1回更新に際して、「敷地分割の禁止」が盛り込
まれた。

隣接地所有者へ協定加入の勧誘活動を積極的に実施

図表１　建築協定の区域図（隣接地を含む）

協定地区内の家並み

南舞岡一丁目・二丁目住宅地区
横浜市戸塚区

日常からの地道な活動を通じ、建築協定区域隣接地
への加入を積極的に働きかけ、隣接地の解消に取り
組んでいる。また、隣接地での新築・増改築時に事
前協議の協力をお願いし、協定内容に合致するよう
理解を求めている。
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南舞岡一丁目・二丁目住宅地区

なだらかな傾斜地にある住宅地で、緑も多く良好な住環境
が維持されてきた

更地化された分譲予定地

地区内に掲げられた建築協定看板

　また、第2回更新時に「地盤面の変更禁止」が盛
り込まれている。

2 取り組みの内容

取り組みのきっかけ
　平成10年の住民合意による建築協定の締結は、
当時の区画総数588のうち、546戸が参画した。運
営委員会＊ではこの更新に際しては、平成8年7月
に準備委員会を発足させ、住民合意による建築協定
を実現し、過半数の廃止の合意がない限り5年ごと
に自動延長することとした。
　また、当地区は、開発当初から時間が経過し人口の
高齢化が進んでいるため、建替え及び売買件数が増加
し流動化の傾向にある。これに伴い、建築協定運営委
員会の委員の確保が年々難しくなってきている。

＊�自治会の区域内に集合住宅地を含んでおり、自治会と建築協定
区域が異なるため、建築協定運営委員会は自治会とは別の組織
で運営されている。

取り組みの内容
　こうしたなか、協定加入世帯を増加させるととも
に、協定の存続による良好な住宅市街地の維持を目
的として、次のような活動を展開している。

◦隣接地所有者への働きかけ
　まず、運営委員会の活動計画に隣接地所有者への
働きかけを位置づけ、年2回発行する「運営委員会
だより」を用いて協定に関する地域の動きを隣接地
所有者に周知させるようにしている。さらに、協定
発足2年目の平成12年、未加入者に文書で加入勧
誘をするキャンペーンを実施。このとき、６名の加
入者があった。更にその後も、土地の売買や相続等
により所有者が変更した機会を捉え、新所有者に加
入の勧誘を行い、隣接地の解消を図っている。
　また、自治会と連携した活動によって、住民の協
定に関する意識を高めている。例えば、加入地への
転入者に、近所の住民が「ここは、建築協定地域で
届出が必要ですよ」とアドバイスするなど、日常の
地域活動のなかで地道な働きかけを行っている。ま
た、隣接地所有者が家を新築・増改築する際に、隣
接地所有者に対して運営委員会への事前協議をお願
いしている。これを受け、隣接地所有者は協定基準
に沿った設計を行い、運営委員会に図面を提示し報
告する方法で協定の趣旨に協力している。

図表 2　建築協定の主な内容（現在）

用途 一戸建専用住宅（一部兼用住宅可）

階数 3以下

高さ 10m以下、軒の高さ７ｍ以下

外壁後退 隣地境界線から１ｍ以上

敷地分割 敷地分割禁止　※但し、分割後に165㎡以上に　なる場合はこの限りではない

地盤面 変更禁止
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◦建築物の新築・増改築の届出の確認
　設計者や事業者に対しては、建築確認申請の前に、
新築・増改築の届出をお願いしている。
　しかし、確認申請が指定確認検査機関に開放され、
運営委員会への届出がない計画に対し、確認を下ろ
した事例が１件発生した。これに対し、横浜市は設
計者や指定確認検査機関への周知を徹底したことか
ら、その後、こうした問題は発生していない。
　さらに、運営委員会は、独自にチェックリストを
作成し、届出の事前段階で、協定基準に合致してい
るか確認している。

◦自動更新時の意向調査の実施
　現在、運営委員会では5年ごとの自動更新に併せ
て住民意向アンケートを実施しており、平成19年
度アンケートにおいては、住民から約50件の意見・
質問が寄せられた。「運営委員会だより」では、ア
ンケート調査特集号を作成し、Q＆Aという形で回
答を示し住民の理解を高める試みも行っている。

3 今後の課題

委員のなり手が少なく協定の運営が困難に
　会では居住者の高齢化に伴い、委員のなり手が少
なく、委員の確保が課題である。「運営委員会だより」
の発行や隣接地加入勧誘等の活動を通じ、建築協定
の継続の必要性について理解を深め、運営委員会へ
の参画を啓発していくことが課題である。

総合的な地域まちづくりルールの
策定に向けて
　アンケート調査では、外壁の色彩や用途の緩和等
についての意見も寄せられている。今後、まちなみ
の変化や住民の意見を踏まえながら、協定内容の見
直しの検討も必要と考えている。例えば、地区計画

顧問の高橋さん。
H13 ～ H18 年まで協
定委員長を務められた

への移行や横浜市の地域まちづくり推進条例に基づ
く「地域まちづくりルール」への移行など、新たな
取り組みを視野に入れながら検討していくことも課
題である。

図表 3　�建築協定による建築物の（新築・増築・改築）届
確認メモ（チェックリスト）

図表 4　運営委員会だより
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1 取り組みの内容

取り組みのきっかけ
　神戸市建築協定地区連絡協議会では、従来より支
柱付きの協定周知看板（90cm×60cm）を設置し
てきたが、設置場所の了承確認などの問題から候補
地の選定が難しく希望地区は少ない状況であった。
　このような中、平成18年に、設置希望はあって
もやはり場所選定に苦慮していた西区ベルーデュ・
神戸学園都市地区より、「同じ経費で、より小型の
設置が容易な看板を設置していただくことはできな
いか」との提案があった。

協議会での検討、プレート配布事業の実施
　提案は協議会役員会に諮られ、各地区共通の課題
である地区内外への建築協定制度の周知方法として
期待できるとの見解のもと、小型看板の作成に入った。
　デザインは、宅地内に設置しても馴染むよう、カ
ラフルで親しみやすい丸型プレートとし（直径
20cm）、また状況によって自由に設置場所を移動
できるよう、チェーン吊り下げ式とした。
　平成19年に、この新しい建築協定プレート配布
の希望を募ったところ、多数の地区（全地区数の半
数）から複数枚数の希望があり、表示看板類の広報
ツールとしての潜在的な需要が確認された。

地区の取り付け状況
　協議会から配布されたプレートの設置は、地区に
委ねられたため、取り付け方は地区により様々な工
夫がされている。
　プレート作成のきっかけとなったベルーデュ・神
戸学園都市地区では、地区内のブロックごとに建築
協定役員が存在し、各役員宅の門扉や玄関先の植栽

にプレートが取り付けられている。
　取り外しができるので、輪番制の役員交代に際し
ても容易に移動ができ、より身近なブロック単位で
の周知活動に役立っている。

2 今後に向けて

更なる発意への対応
　協議会は平成20年に、同様のデザインで角型の
プレートも作成した（45cm×30cm）。これは前年
の配布の結果、ごみ集積所などの公共的な場所には
もう少し大きめのプレートがあっても良いとの意見
を受けたものである。これについても多くの希望が
あり、結果、２か年で丸型プレートと併せ約70地
区に400枚が配布された。
　協議会では今後もこのプレート配布事業に限らず、
地区のニー
ズを的確に
把握し、円
滑な建築協
定運営に寄
与する事業
の展開を予
定している。

小型の表示プレートを
配布し、
協定地区の周知を図る

神戸市建築協定地区連絡協議会＊

神戸市建築協定地区連絡協議会では、広報啓発事業
の一環として、取り外しが容易な小型の建築協定地
区表示プレートを作成したところ、多数地区から配
布希望があり、地区内での建築協定制度の周知に効
果を挙げている。

協定の周知工夫

従来の支柱付き周知看板　　 役員宅門扉のプレート　

＊神戸市内の建築協定運営委員会 129地区が加盟（H21.2 現在）
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1 地区及び建築協定の概要

■地区名・所在地

地区名
コモンシティ星田HUL＊－1地区
　　　　　　　＊�HUL：Hosida�Urban�Living
　　　　　　　　（星田アーバンリビング）の略

所在地 大阪府交野市星田西３丁目

最寄駅 JR片町線星田駅　駅南約1.5kmに位置

用途地域 第一種低層住居専用地域
（容積率100％、建ぺい率50％）

■建築協定等の概要
当初認可年月日 平成2年11月28日

有効期間 20年間（平成22年11月27日）

締結型 一人型

面積 約4.6ha

区画数 166区画

地区計画
（星田西地区）

都市計画決定：昭和63年� 9月14日
建築条例施行：昭和63年10月28日

地区特性
　コモンシティ星田は、大阪府が昭和62年の国際
居住年に併せて、府住宅供給公社が所有するゴルフ
場跡地（25.6ha）を対象に、設計コンペと事業化
コンペを実施し、開発された集合住宅地と戸建住宅
地からなる総戸数844戸の計画住宅地である。
　コモンシティ星田HUL−1地区は、事業化コンペ
ゾーン内にある戸数169戸の建売分譲住宅地区で
あり、平成3 ～ 7年にかけて街並みが形成された。
　丘陵地の地形を生かした造成と曲線道路、コモン
スペースをもつゆとりある住戸配置、関西初の無電
柱化の導入、一貫性のある外構計画などにより、緑
豊かで魅力ある戸建住宅地を形成している。

建築協定等の特色
　地区計画の決定と建築協定の締結が事業化コンペ
の条件となっており、屋根の形態や外構などを一貫
性のあるデザインとするため、任意の「街並み協定」
が締結されている。

一人協定地区の運営を開発者から住民組織へ円滑に移行

図表 1　建築協定の区域図

コモンシティ星田 HUL − 1 地区
大阪府交野市

大阪府の事業化コンペにより開発された建売分譲住
宅地。一人協定で、当初は開発業者が運営していた
が、入居が進んだ段階で住民組織による運営に移行。
締結後、約 18年経過し、現在、協定更新の準備中。

出典：「建築協定等ガイドブック」平成 19年 3月
　　　��コモンシティ星田HUL－1 地区建築協定運営委員会
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コモンシティ星田 HUL − 1 地区

2 取り組みの内容

住民組織への運営移行のきっかけと経緯
　建築協定締結は事業コンペの条件だったことから、
開発者による一人協定で、当初は開発者が運営を
行っていた。
　入居開始後、約2年経過した平成5年に、住民同
士の付き合いや自治会活動が活発化してきたことや、
一部の住民から外構工事等のやり換えを望む動きが
出てきたことから、開発者からそろそろ協定運営を
住民組織へと移行した方がよいのではないかとの提
案がなされた。

◦開発者が主導して準備委員会を設立
　開発者は、建築協定運営委員会発足に向けた「準
備委員会」を組織するため、専門知識をもつ住民に
個別に働きかけを行い、弁護士、建築行政経験者、
建築主事、都市計画の精通者の4名と、街の維持管
理の面から女性1名を加えた5名を選定した。その
後、運営の継続面から開発者もメンバーに加わるこ
とを選定委員が要請し、選定委員と開発者からなる
準備委員会を平成5年に発足した。

◦約1年の検討・調査を通じて運営委員会を発足
　大阪府の協力も得ながら他の協定地区の資料を収
集し、運営・組織規定や会費等を検討した。
　特に会費は、啓発活動や広報誌の発行等の経費の

図表 3　建築協定・地区計画・街並み協定の主な基準の内容
項目 建築協定 地区計画（条例） 街並み協定（任意協定）

区画形質の変更
・敷地の区画の変更の禁止
・現況地盤面の変更の禁止

敷地面積の最低規模180㎡
（2戸建て長屋240㎡）

建築物の用途
・専用住宅に限る
（特定区画のみ診療所併用住宅可）

共同住宅・寄宿舎・下宿・長屋
（2戸建て長屋を除く）は建築不可

間口・奥行き・高さ2.2ｍ以上、
面積3.3㎡以上の物置設置の禁止

高さ制限 高さの最高限度8.5ｍ

形態・意匠
建築物の色彩・形態、付属建築物
等は良好な住宅地と調和

・�屋根、外壁の形態・意匠は周辺
環境と調和する形状・材料

・�色彩は落ち着いた色合い

・�勾配屋根（4／10以上9／10以下）
・�太陽熱温水器の設置の禁止
・�アマチュア無線等のアンテナの設置の
禁止

かき、さくの構造
道路境界線から0.5ｍ以内の車庫、
門、門柱等の築造の禁止

・�道路に面するかき、さくは生垣、
ネットフェンス、鉄柵等とする

・�ブロック塀の禁止

・�専用宅地内のかき・さく等：同左
・�宅地内は植樹・植栽に努める
・�フラワーボックス・足もと緑地は現状の
形態の保全に努める

その他
・�石積・擁璧上の高さの変更の
� 禁止（ブロック積み等による）
・�広告版等の設置の禁止

・�自動販売機等の設置の禁止
・�専用宅地内、コモンスペースの土地所有
者の責任による適切な維持管理の実施

図表 2　建築協定の運営移行から更新準備までの経緯

S63年
開発者へ土地の引渡し
地区計画の都市計画決定

H2年
建築協定の締結（開発者による一人協定）
街並み協定の締結

H3年 街開き・入居開始と同時に自治会も発足

H5年
「建築協定準備委員会」の発足（開発者が主導）
運営・組織規定の検討、住民アンケートの実施

H6年 「建築協定運営委員会」の発足

H10年 公共緑地の管理を開始

H17年 「まちなみコンクール」応募　国土交通大臣賞受賞

H18年 協定更新に向けた「まちなみ景観セミナー」開始

H19年
協定更新に向けた「建築協定等ガイドブック」発行
　＊年4～ 6回発行している広報誌の集大成

H20年
「協定等更新検討準備委員会」の発足
アンケートを３回実施、協定更新（案）の検討

H21年 「更新委員会」の発足・協定更新（案）を提示

必要性を住民に理解してもらうため、アンケートを
何度も実施するなど時間がかかった。
　その後、検討を進め、約1年後の平成6年11月
に「建築協定運営委員会」が正式に発足した。
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◦アンケート調査や広報誌発行を実施
　準備委員会の頃から、開発者の協力を得ながら住
民の理解を得るための各種アンケート調査や広報誌
の発行等を実施していたが、住民組織へ運営移行後
も広報誌の発行やアンケートを継続して実施してお
り、住民からは「アンケート好きの運営委員会」と
呼ばれている。

建築協定運営委員会の構成と主な活動
◦自治会とは別組織として運営
　自治会が集合住宅地や他の協定地区（戸建住宅地）
を含めた住宅地全体で構成されていたことや、当地
区のみに適用される「街並み協定（任意協定）」の
運営も担う必要があったことから、運営委員会は自
治会とは別組織とした。
　ただし、活動を行うための拠点として、自治会管
理の集会所の優先使用や同施設内に運営委員会の書
類入れロッカーを設置するなど、自治会の協力を得
ながら運営を行っている。

◦委員は2年任期で、1年毎に半数を入れ替え
　運営委員会は2年任期で、委員はコモンスペース
やクルドサック型の道路等に面した住宅13 ～ 21
軒の単位により構成される自治会の各班（10班）
から各1名を輪番制で選定し、計10名で構成して
いる。なお、運営は住民自らが参加しなければ建築
協定を理解できないとの理由から、委員会メンバー
は固定化していない。
　運営ノウハウの継承や人材育成の観点から、委員
は1年ごとに半数が入れ替わる方式とし、委員長も
2年目の委員から選出している。
　また、運営の継続性や専門的・技術的サポートの
必要性から、運営委員会移行後も準備委員会の参加
者が顧問（弁護士）・専門委員（建築行政経験者）
として参加している。ただし、顧問・専門委員は議
決権を持っていない。

◦運営委員会の活動費2,000円／年・戸を徴収
　啓発活動、広報誌「住みよいまちづくりニュース」
の発行、訴訟費用の積立、公共緑地の維持管理等の
ための活動経費として、年2,000円を当初から徴収
している。今後も協定更新のための経費がかかるた
め、減額は考えていない。
　なお、不在家屋からも徴収しているが、現在まで
滞納者はいない。

◦書記、増改築、広報、環境、会計の分担制
　委員会の活動は、毎年、春の住民説明会で年間の
活動計画を発表し、スケジュールを確定している。
各委員が書記、増改築、広報、環境、会計の担当を
分担し、日常の活動を行い、月1回のペースで「定
例委員会」を開催している。
　広報担当は、年4 ～ 6回広報誌を発行し、増改築
担当は、増改築、外壁塗装等の受付け、審査を専門
委員と相談しながら実施している。環境担当は、薬
剤共同散布、メイン道路・緑道等の低木の剪定、草
抜き、清掃作業などを行っている。

定例会議の風景

住宅地のシンボル樹木

コモンスペースとハンプを設けた道路
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コモンシティ星田 HUL − 1 地区

建築協定の運営
◦地区内居住者等に対する啓発活動
　次のような様々な啓発活動を実施している。
　① 「住みよいまちづくりニュース」の定期的な発

行・配布
　②まちなみ景観セミナー、研修会、見学会の開催
　③建築協定区域を示す表示看板の塗り替え
　④ 住民説明会やその他の会合の機会での運営状況

の報告
　なお、「住みよいまちづくりニュース」は、不在
地主や土地家屋借用者等にも送付し、その都度、建
築協定への関心を喚起している。

図表 4　建築計画（変更）協議書

建築協定区域の看板（青色が当地区）

◦地元交野市への協力要請
　大阪府下では、建築申請を必要とする工事は関係
市町村の経由を必要としているため、地元交野市に
対して、建築計画協議書の承認が出ていなければ経
由をしないように、文書で協力要請を行っている。

◦違反行為への対応
　違反等の日常的な巡視は、各班から選出されてい
る委員がコモンスペース等で囲まれた範囲を見守る
システムであるため、無理がなく、効果的に実施で
きている。

出典：「建築協定等ガイドブック」建築協定運営委員会　H19.3 発行

◦協定区画への新規入居者への啓発活動
　新規入居者には、入居時に建築協定書・運営委員
会規則（平成19年3月以降は「建築協定等ガイド
ブック」）を必ず手渡ししている。
　また、後日のトラブル防止のために、住宅の所有
権が移る場合も、譲渡先を運営委員会に伝えるよう
お願いするなど、所有権等の移転状況の把握にも努
めている。

◦中古住宅斡旋会社への説明会の開催
　近年、地区内で年間約3 ～ 4軒程度の中古住宅の
仲介事例が出てきているため、トラブルの未然防止
を図る意味で、中古住宅斡旋会社を対象に建築協定
と街並み協定の内容や手続き等を中心にした説明会
を、平成19年9月に実施した（6社参加）。
　説明会以降、斡旋会社から運営委員会に事前相談
が寄せられるようになった。

◦建築計画の事前審査・承認の取組み
	 難しい案件は専門委員がアドバイス
　建築主が増改築などの建築工事に着手する場合は、
事前に運営委員会に「建築計画協議書」を提出する
ようお願いしている。なお、外壁塗装や建築確認申

請が不要な各種改造工事についても、建築計画協議
書の提出をお願いしている。
　協議書は月1回委員全員で審議し、承認・不承認
を決定している。原則として、月末に申請すれば月
初めの運営委員会にかけて承認が得られるようにし
ている。
　なお、難しい案件が出た場合は、事前に専門委員に
アドバイスをもらうとともに、今でも運営委員会の定
例委員会にオブザーバーとして参加している開発者の
リフォーム会社にもアドバイスをもらっている。
　現時点では本格的な増改築に至るケースは殆どな
いため、特に問題は発生していない。
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図表 5　建築違反から是正までのフロー図

図表 6　建築協定更新のための準備と今後

図表 7　
「建築協定等ガイドブック」
の表紙

建築協定と街並み協定の目的・
内容を分かりやすく解説

　違反発見後の対応は、右図のとおりであり、でき
る限り交野市と連携を図りながら、是正を図ってい
る。現時点で訴訟に至った事例はないが、内容証明
書での応答を行い、双方で話し合いながら、改善点
を見出し、違反を是正した事例はある。
　これまで調整が必要だった主な事例としては、機
械式の2段駐車場の設置、屋根への温水器の設置な
どである。建築協定に関する違反よりは、街並み協
定に関する違反調整事例の方が多い。

協定期限切れに向けた協定更新の取組み
◦「住まいまちなみコンクール」の応募と受賞
　約5年後に協定期限切れを迎える平成17年度に、
協定更新に向けて「住宅地への愛着や誇りを住民に
再確認して欲しい」との思いから、まちづくり月間
委員会及び㈶住宅生産振興財団の主催による「住ま
いのまちなみコンクール」に応募し、その結果、「国
土交通大臣賞」を受賞することができた。
　なお、コンクールの補助金や賞金を活用し、協定
更新に向けた「まちなみ景観セミナー」の開催や各
種アンケート等の実施、協定等の目的・内容を分か
りやすく解説した「建築協定等ガイドブック」を作
成することができた。

◦発足まで時間がかかった更新検討準備委員会
　協定期限切れが3年後となった平成19年の暮れ
に、協定更新に専念する「協定等更新検討準備委員
会」を発足するため、委員の一般公募及び一般推薦
を実施したが、引き受け手が殆どなかった。
　このため、設立時から運営に係わっている専門委
員が歴代運営委員長経験者を中心に個別に交渉し、
かなりの時間がかかったが、平成20年2月に11名
体制の「更新検討準備委員会」を発足した。

資料：「建築協定等ガイドブック」建築協定運営委員会　H19.3 発行

Ｈ 17� 「まちなみコンクール」への応募
「国土交通大臣賞」の受賞

Ｈ 18.6� � まちなみ景観セミナーの開催

Ｈ 19.3� � 「建築協定等ガイドブック」の作成

Ｈ 20.2� 協定等更新検討準備委員会の発足

Ｈ 20.3� �
第１回アンケート（無記名）
・住環境に対する評価と
　建築協定に対する認識度

Ｈ 20.6� �
第２回アンケート（記名式）
・協定更新の是非と　
　協定内容の修正の程度

Ｈ 20.9� �

更新検討準備委員会の結論
・更新を行う
・現行を踏襲し、最小限の修正
・更新委員会の設置

Ｈ 21.3� 更新委員会の発足
・協定（案）の提示

違反行為の発見
（日常巡視と住民の通報）

違反建築等の実地調査
（必要があれば市町村担当者の立会い）

運営委員会の審議決定

工事施工の停止請求・是正勧告

運営委員会の検討 � 運営委員会の点検
（是正の合否確認）

裁判所への提訴
工事差止め等保全処分の申立
違反建築物の撤去等請求訴訟

賞金・補助
金を活用し
て実施

市町村担当者ヘの連絡

市町村の指導協力を要請

請求勧告に従わないとき 是正措置完了のとき
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コモンシティ星田 HUL − 1 地区

図表 8　第２回のアンケート票

更新委員会の議論の風景

北側アプローチの住宅

◦更新の是非と協定内容の変更の程度を問う
	 住民アンケートを実施
　最初に、委員の勉強の意味を含めて、大阪府建築
協定連絡協議会の役員を招いて懇談会を実施し、以
降、次のような住民アンケートを２回実施した。
　①第１回アンケートの主な項目（回収率約52％）
　　・現状の住環境の評価
　　・建築協定内容の認識度と協定の評価
　　・建築協定期限切れ日の認識度
　②第2回アンケート（回収率約92％）
　　・建築協定の効果の有無
　　・建築協定更新の是非と変更の程度
準備委員会は、第２回アンケートで94％の住民が
更新に賛成であったことを踏まえ、協定更新と現行
を踏襲しつつ最小限の修正を行うとの見解を出した。

◦「建築協定更新委員会」の発足
　その後、更新後の協定内容等の検討を進め、平成
21年3月に、旧検討準備委員会の委員が引き続き
就任する形で「建築協定更新委員会」を発足し、協
定更新後の主な改訂項目（案）として、①名称の変
更、②10年自動更新制度の導入、③建築協定区域
隣接地の導入等を提案し、承認を得た。
　今後、協定（案）の内容に関するアンケート調査、
更新用協定書原案の作成、住民説明会、総会の開催、
同意書の提出依頼・回収など、更新認可の申請に向
けた取組みを進めていく予定である。

3 今後の課題

運営委員のなり手が少ない
　運営委員は班毎の輪番制になっているが、居住者
の高齢化が進む中で、運営委員に積極的になろうと
いう人が少なくなってきており、リーダーを含めて
協定運営の担い手育成が課題となっている。
　今後、増改築等が本格化することから、建築計画

（変更）の事前審査・承認の外部委託等も視野に入
れた検討が必要である。

高齢化に伴うリフォーム等への対応が課題
　斜面地であるため、北側アプローチの住宅は道路
から玄関までかなりの段差があり、高齢の居住者に
とって負担が大きく、転倒事故も起きている。
　建築協定により守られている街並みと調和する昇
降方法の検討が必要であり、現在、前述のリフォー
ム会社の協力を得ながらモデル案を検討中である。
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1 地区及び建築協定の概要

■地区名・所在地
地区名 桂坂地区

所在地
京都市西京区大枝北沓掛町2丁目～ 7丁目、
御陵大枝山町1丁目～ 6丁目、御陵峰ヶ堂
町1～ 3丁目

最寄駅 阪急京都線桂駅　
駅西約2.0 ～ 4.5kmに位置

用途地域

第一種低層住居専用地域（容積率80％建ぺ
い率50％）、第二種低層住居専用地域（容
積率100％、建ぺい率60％）、近隣商業地
域（センター地区のみ（容積率300％、建
ぺい率80％））

■桂坂地区の全体概要
総面積 約163ha

計画戸数 約3,600区画
（うち約3,100区画整備済）

地区計画 西京桂坂地区計画、桂・御陵坂地区
地区計画（地区整備計画�計34地区）

景観計画 山ろく型建造物修景地区

■桂坂地区建築協定の概要

地区数 39地区
（第1工区が昭和60年認可、61年発効）

面積 約74ha

区画数 3,021区画

締結型
一人型から合意型へ順次切り替え（平成18
年より順次更新を迎える地区が存在）　
現在一人型30、合意型9

地区特性
　昭和60年から開発が始められ、工区毎に一人型
建築協定を締結し、分譲を開始。段階的に開発を進
め、現在は2工区を残すのみとなっている。

建築協定の特色
　建築協定地区のほとんどが地区整備計画を併用し
ており、用途及び敷地規模の制限を地区整備計画で
定め、壁面の位置、形態意匠、色彩等のきめ細かな
制限を建築協定で補完している。

連合型協議会により各地区の運営委員会の課題・情報を共有

建築協定区域を示す看板（桂坂第 17地区）協定地区内の家並み

桂坂地区建築協定協議会　京都市西京区

大規模戸建て住宅地における建築協定連坦地区にお
いて、一人協定から合意協定への更新がはじまった
ことをきっかけに、地区全体として建築協定をはじ
めとするまちづくりに取り組むための連合型協議会
を設置し活動を行っている。
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桂坂地区建築協定協議会

図表 2　桂坂地区建築協定全体図

図表 3　桂坂地区地区計画全体図

図表 1　建築協定及び地区計画の主な制限項目（桂坂地区での一例）
制限項目 建築協定による制限内容（抜粋） 地区計画（条例）による制限内容（抜粋）�

用途の制限
建築することができる建築物�
（1）1戸建て専用住宅�　（2）診療所�
（3）巡査派出所等�　（4）前各号の建築物に付属するもの

建築することができる建築物�
（1）1戸建て専用住宅�　（2）診療所�
（3）巡査派出所等�　（4）前各号の建築物に付属するもの

敷地面積の最低限度 160㎡ 160㎡

容積率・建ぺい率 容積率80%以下、建ぺい率50%以下 －

壁面位置の制限 道路境界から1.5m（2階については2.4m）�
隣地境界から1.2m －

高さの最高限度 10m（軒高7m） －

形態又は意匠の制限 屋根及び外壁の形式、材料、色彩
（詳細については省略） －

植栽及び外柵の制限 緑化率20%以上 －

その他
・地盤面の変更禁止�
・屋外広告物の設置禁止�
・無線用アンテナ等の屋外設置禁止

－

建築協定西桂坂第3地区

西桂坂第1地区

建築協定西桂坂第1地区
桂坂第16地区

桂坂第20地区
桂坂第11地区

桂坂第21地区 桂坂第12地区

桂坂第4地区 桂坂第3地区

桂坂第13地区

桂坂第2地区

桂坂第10地区

建築協定第4南地区

桂坂第1地区

桂坂第9地区
桂坂第8地区

桂坂第7地区

桂坂第6地区

桂坂第5地区

桂坂第17地区
桂坂第14地区

建築協定桂坂あかしあ地区

建築協定第12地区
建築協定第11地区 建築協定第10地区

桂坂コミュニティ道路地区

桂坂第15地区

桂坂第18地区

桂坂学術研究地区

東桂坂第2地区

東桂坂第1地区

桂･御陵坂地区地区計画

桂坂第19地区

桂坂センター地区

建築協定第13地区

建築協定第14地区

Ａ地区 Ｂ地区

Ｃ地区

Ｄ地区

Ｅ地区
Ｂ地区

Ａ地区

桂坂地区

凡例

東桂坂地区

桂・御陵坂地区西桂坂地区

季美が丘桂坂地区

あかしあ

西１
西３

１３
１２ １１ １０

かえで

センター
２０

２１
２３

２６ ２５ ２４

Ｎ

２２

１８１９
２７

１７

１５ 御陵坂２

東２

御陵坂１

東１

東４

東１

東３

東５

８７

１６

９

４ ３

第４南

５・６

１４

季美が丘 ヒルズ
ガーデン
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2 取り組みの内容

取り組みのきっかけ・経緯
　桂坂地区では、地区内の各建築協定運営委員会が
別個に活動し､ 相互の連携がほとんど取れていな
かったため､ 情報交換や連携の必要性が求められて
いた。そのような状況の中、まちびらきから20年
が経過した平成18年に第1工区において一人型の
建築協定を合意型に更新して以降、同様に更新を迎
える地区が毎年存在するようになったことから、平
成19年7月に地区全体として建築協定をはじめと
するまちづくりを考えていくことを目的とした「桂
坂地区建築協定協議会」を発足させた。

◦協議会の概要
　桂坂地区の各運営委員会は、一部を除きほぼ自治
会単位（住民組織15、開発業者2　計17）で組織
されている。これをとりまとめる協議会は、各地区
の運営委員会の委員長と協議会の世話人（会長1人、
世話人兼事務局1人、世話人2人）で構成され、現
在3 ヶ月に1度程度の頻度で会合が開かれている。
　また、協議会の運営には、行政は直接関与してお
らず、地域住民主体であり、更にメンバーのほと
んどが各地区の現･元自治会長等であることもあり、
各地区の諸問題にも精通していることから、会を重
ね、フェイス・トゥ ･フェイスのコミュニケーショ
ンを行うなかで建築協定を中心とした他地区の問題
点、良い点などについて円滑な情報交換が行われて
いる。

◦協議会の主な活動内容
①個々の運営委員会の課題・情報の共有化と
　対応方法の検討
　以下に示すように、多岐に渡った取り組みが行わ
れており、特に個々の運営委員会では解決しにくい
問題点の改善が実行されていることがわかる。
・各建築協定地区の総会議案書を交換しあい、情報

を共有化する。
・ある地区で問題があった事例を参考に他地区の建

築協定書に対策を盛り込む。

地区内の公園で遊ぶ子ども達

遊歩道（緑道）に面する住宅

地区内を横断するコミュニティ道路沿道の風景

図表 4　桂坂地区建築協定協議会の会合案内
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桂坂地区建築協定協議会

・桂坂地区内で新たな建築協定運営委員会が発足さ
れるに際し、協議会がサポートする。

・建築協定上問題のある建築確認申請を抱える運営
委員会の会議に協議会世話人が参加する。

・1地区の説明会に他地区の委員がオブザーバー参
加し、知識を高める。

②自治会名・建築協定名・地区整備計画名の統一
　桂坂地区では工区ごとに開発を行ってきたため、
地区計画と建築協定及び自治会名との間に整合が取
れていない状況であったが、協議会ではこれらの名
称を統一する作業を桂坂学区自治連合会､ 各自治会
とともに行っている。具体的には、地区整備計画名
を各々の自治会名に準じた名称に変更する作業を進
め、各地区の住民の了解が得られたことから、平成
21年度には桂坂地区の地区整備計画名が正式に変
更される見込みである。また、引き続き、建築協定
名についても自治会名に準じた名称に変更する予定
である。
 
③景観計画区域指定に伴う景観ルールの再検討
　平成19年に京都市の新景観政策が施行され、桂
坂地区は「山ろく型建造物修景地区」に指定された。
しかしながら、桂坂地区の多くは建築協定で形態意
匠基準を定めており、建築協定の内容と修景地区の
内容との関係を整理する必要もあることから、協議
会ではこれを機会に地区全体としての景観に対す
る取り組みを行い始めている。まず平成 20年度は、

「京都市・景観まちづくりセンター」から景観ルー
ルを考えていく上での情報提供を受ける勉強会と、
京都市の建築協定及び景観政策の担当者による桂坂
地区に関わる制度内容についての勉強会をそれぞれ
開催した。

3 今後の課題

協議会の運営について
　会議や勉強会を中心とした現在の活動をさらに充
実させ、協議会としての建築協定便りなどの印刷物
の発行等も行い、住民の意識を一層高めていくこと
を検討している。

景観を含む地区全体のあり方についての検討
　平成20年度に行った勉強会の内容を基に、21年
度以降は桂坂らしい住環境や景観を住民自らが考え、
発展させていくことを協議会の次なる課題としてい
る。この際に住民との議論を深めた上で、桂坂学区
自治連合会、各自治会、京都市景観・まちづくりセ
ンター、京都市との連携をさらに進め、住民発意に
よる景観ルールを実現していくことが目指すべき方
向であると考えている。

協議会会長の村上さん（右）と事務局担当の桑原さん（左）

図表 6　地区整備計画名称変更の案内
　　　　（もくれん自治会・もくれん建築協定運営委員会）

図表 5　もくれん自治会における名称変更案
自治会名 もくれん

地区整備
計画名

現行 変更案

桂坂第17地区の一部 桂坂もくれん東地区

桂坂第18地区 桂坂もくれん西地区

建築協定名 西京区桂坂第25地区・第26地区

＊建築協定名も今後自治会名に準じた名称に変更予定
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1 地区及び建築協定の概要

■地区名・所在地
地区名 栄湘南桂台地区

世帯数 約1,500世帯

所在地
横浜市栄区犬山町、桂台北、桂台中、桂台
西一丁目、桂台西二丁目、桂台東、桂台南
一丁目、桂台南二丁目他

最寄駅 JR根岸線「港南台」駅�
駅南西約2kmに位置

用途地域

第一種低層住居専用地域（容積率80％、建
ぺい率40％（一部50％）、地区中央の一部
第二種中高層住居専用地域（容積率150％、
建ぺい率60％）、区域の一部には風致地区
（容積率60％、建ぺい率30％）も定められ
ている。

■地区計画の概要
地区計画決定年月日 平成13年5月25日

位置 栄区犬山町、桂台北、桂台中ほ
か

面積 約68.6ha

地区特性
　当地区は、昭和40年代から50年代にかけて開発
された大規模な戸建て住宅地で、湘南桂台自治会区
域とそれに隣接するネオポリス自治会区域からなり、
区画数は約1,700区画である。
 
地区計画の内容
　元々の建築協定区域（複数）を基本に、建築協定
区域と一体的なまちづくりが必要な区域を地区計画
区域へと移行した。また、地区をA ～ Dの4つに
区分し、それぞれ区域ごとの特性を踏まえ、地区整
備計画を策定している。

　地区整備計画では、戸建て住宅を主体とした住宅
地の環境の維持・保全を目的に、これまでの建築協
定の内容をベースとした具体的な基準が定められて
いるが、特に下記の点に特徴がある。

●	兼用住宅を認める
　建築協定の用途規制では、戸建専用住宅と医院併
用住宅のみ建築可能であったが、これを緩和し兼用
住宅も建築可能とした（図表2）。また、床面積が
300㎡以下の老人ホームを認めるなど、地区内住民
の高齢化を踏まえた柔軟な対応を図った。

●	容積率の最高限度を定める
　今後、都市計画で容積率が変更されても現在の限
度を維持するため、現在の都市計画（用途地域）と
同じ制限を地区計画に定めた。

建築協定から「地区計画とこれを補完するまちづくり指針」へ移行

図表 1　地区計画の区域図

栄湘南桂台地区　横浜市栄区

用途地域の一斉見直しを契機に、地域住民の居住環
境に対する意識が高まり、建築協定を地区計画に移
行。また、地区計画とは別に「まちづくり指針」を
策定し地区計画では守れない、きめ細かいまちづく
りを行っている。
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図表 5　主な建築物への制限

経過概要

平成7年
湘南桂台自治会で「用途地域問題対策委員会」
設置

平成8年 モデル地区にアンケートを実施

平成9年 自治会班長にアンケートを実施

平成10～ 11年
全住戸を対象に、説明会・アンケートを実施
勉強会・イベント（バス見学会、マップ作成
など）の実施

平成12年 「地区計画策定」の要望書を市に提出

平成13年
市主催の説明会、縦覧、都市計画審議会審議
地区計画決定

項目 建築協定（地区計画移行前）

地区 A・B D

建ぺい率 —

容積率 —

敷地分割 分割不可

建物用途

戸建専用住宅
（2世帯住宅含む）
医院併用住宅

高さ制限 9m 8m

軒の高さ 6.5ｍ以下

壁面位置 敷地境界から
1m

—
※

地盤面高 変更不可

地区計画（条例） （参考）用途地域

A B C D A B C D

40％ 50％ 30％ 40% 50% 30%

80% 60% 80% 60%

最低限165㎡ 最低限125㎡ 165㎡

住宅、兼用住宅、学校、老人ホーム、
診療所及び公益施設以外の建築物
は不可（CDは老人ホームも不可）

住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿、
兼用住宅、学校（除大学等）、図書
館等、派出所、郵便局、神社、寺、
教会、公衆浴場、診療所、保育所、
老人ホームなど

9m 8m 10m 8m

— —

敷地境界から1m —
※

敷地境界
から1m

— 敷地境界
から1m

— —

2 取り組みの内容

取り組みのきっかけ
　当該地区の運営委員会では、昭和50年に締結さ
れた建築協定が、平成13年末に期限切れとなるが、
合意形成が難航し、協定の更新ができず無協定状態
になること、あるいは協定の更新ができたとしても
協定違反建築などによる穴抜け地の増加が懸念され
た。なお、当時、協定違反である兼用住宅（自宅で
手作りのケーキを販売する住宅や英語塾を開く住
宅）が複数世帯存在することが確認されていた。

建築協定から地区計画への移行
　上記のような背景を受けて、平成7年から建築協
定から地区計画への移行を目標とした活動が始まっ
たが、この活動が具体に行われたきっかけとして、
平成8年に施行された用途地域の全市見直しにおい
て当地区の容積率は60％から80％に緩和されたこ
とが理由として挙げられる。
　湘南桂台自治会では、新用途地域施行前の平成７
年に「用途地域問題対策委員会」を設置し、勉強会
の開催やアンケートの配布、自治会誌の発行などを
行い、住宅地が抱える課題点の周知が重ねられた。
当初は、様々な意見があったが、7年に及ぶ協議や
住民アンケートを経て、建築協定をより実効性のあ

図表 2　建築協定と地区計画との比較表

図表 3　建築協定から地区計画への移行経過

※Ｄ地区…第２種風致地区（高さ制限 8m、壁面位置：道路 3m, 敷地 1.5m）

る地区計画に移行させることとなった。
　ただし、規制内容については、地区内の住民が高
齢化するなか、「これからの高齢社会に向けて、住
宅街のなかにほっと休める空間や生涯学習の場が
あったほうが、コミュニティが活性化される」、「高
齢者同士が住むグループホームの開設も認めていっ
た方がよい」との意見もあったことから、協定では
規制されていた老人ホームや兼用住宅について一定
の条件を付けて緩和を行った。
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まちづくり指針の策定・運用
　建築協定を地区計画に移行させれば問題が解決す
るわけではなく、良好な住環境を保全・維持してい
くためには、地区計画では規定できない様々な課題
に対応していく必要があった。
　そこで、このような地区のエリアマネジメントの
観点から、地区計画の策定と併行して、まちづくり
のソフト的な部分については、住民が主体となりな
がら運営を行っていくこととなり、平成13年4月
に「湘南桂台まちづくり指針」が定められた。
　まちづくり指針は、当地区のまちづくりを推進
し、地域の居住環境を高度に維持することを目的と
し、「栄湘南桂台地区地区計画」と相互補完し、建
築物、宅地の構造、緑化および管理に関する事項を
定めている。また、この運営は、自治会内に設置さ
れた「湘南桂台まちづくり委員会」が担っている。
　この指針に基づき、個々の建築行為や外構の改造
等を行う場合は、「連絡書」にその概要を書き込み、
まちづくり委員会への提出、委員会の確認・承諾を
得る必要がある。

地区内に掲げられた地区計画の区域を示す看板

地区内を東西に走る通り沿道の兼用住宅

地区内の通り、区画道路沿道の風景

地区の中心となる「桂山公園」の週末風景 地区を南北に走る遊歩道「ゆうもや緑道」

区分 指針に定められた項目

建築物 外階段／建築物の色彩／屋上アンテナ

宅地の構造 地盤面の高さの変更／擁壁

緑化 垣塀／樹木の育成・清掃等

管理
店舗兼用住宅／立体駐車場／建築物の管理・
清掃等

その他 自動販売機／看板・ポスター／営業用駐車場

図表 4　まちづくり指針で定められた確認項目
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3 今後の課題

住環境の維持、コミュニティの活性化は、
そこに住む人の意識次第
　地域では、「建築協定や地区計画は、住環境を維
持するための道具にすぎない。重要なのは、道具の
優劣ではなく、それらを時代にあわせてどのように
使いこなしていくかである」と考えている。
　また、「キーマンは必要だが協調も必要であるこ
と」、「一人ではなにもできず、組織として対応する
ことが必要」という認識を共有化するように努めて
いる。
　つまり、まちづくり指針は自分たちのまちの環境
を維持するためのソフトな部分であることから、行
政に任せるのではなく自分たちで主体的に関わり活
動を続けていくことが重要であると考えている。

自治会役員の高齢化は課題
新住民や若い人たちの参加・後継が不可欠
　現在、まちづくり委員会も自治会役員も高齢化し
ているが後継者がいない。
　そのため新住民に対して、お祭りなどの地域にお
けるイベント活動への参加を通じ、コミュニケー
ションを図ることを重要視している。このような新
旧住民のコミュニティを活性させていくなかで、結
果として自治会活動やまちづくり委員会活動の後継
者になってもらうことが必要不可欠である。

湘南桂台自治会での防災訓練
（出典：よこはまの暮らしやすさ—横浜市民生活白書　横浜市）

図表 5　湘南桂台まちづくり指針（抜粋）

図表 6　湘南桂台まちづくり委員会への連絡書
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1 地区及び建築協定の概要

■地区名・所在地
地区名 姉小路界隈地区

所在地

中京区大文字町、丸屋町、姉大東町、
姉菊屋町、中白山町、下白山町、松下
町、福長町、柳八幡町、油屋町、木下町、
丸木材木町及び大阪材木町の各一部

最寄駅 京都市営地下鉄京都市役所前駅
駅南西約300mに位置

用途地域 商業地域
（容積率700％、400％、建ぺい率80％）

特別用途地区

職住共存特別用途地区
（平成15年4月）
御池通沿道特別商業地区
（平成16年7月）�

高度地区 平成19年9月に31mから15mに強化
（一部、45mから31m）

■建築協定の概要
当初認可年月日 平成14年7月2日

有効期間 10年間（平成24年7月10日）
自動更新（延長10年）／ 1回

締結型 合意型

面積/区画数 1.4ha ／ 83区画

地区特性
　姉小路界隈は京都都心部に位置する職住共存のま
ちで、様々な生業を営む老舗、小さな商店と町家を
含むごく普通の住宅が建ち並ぶ中低層の建物で構成
されている。しかし、昭和60年頃から当該区域を
含んだ職住共存地区において大規模なマンション
建設が行われ、住環境、景観面での反対運動が後を
絶たない状態であった。

建築協定の特色
　建築協定の内容は、江戸時代の自治管理体制の要
となった町の法律「町式目」を参考とした「姉小路
界隈町式目（平成版）」を具体化するものとして成
立している。具体の規定項目は、用途の制限（風
俗関連施設、コンビニを想定した店舗、共同住宅）、
マンションを想定した建物の階数（5階以下）と高
さ（18m以下）である（図表1、2）。

マンション紛争を契機として多様なまちづくりに取り組む

姉小路界隈地区　京都市中京区　

マンション問題を契機に「姉小路界隈を考える会」
を成立。その後地域の居住環境を担保するツールと
して建築協定を締結。更なるルールの検討を京都市
に要請し続け、地域の基本目標であった「５階以下
の低中層の街並み方針」が実現している。

図表 1　建築協定の主な内容

図表 2　姉小路界隈建築協定地区区域図

用途の制限

風俗関連営業施設、日用品を販売する店舗
（営業時間が午前７時から午後10時までの
ものは除く）、共同住宅（すべての住戸の専
用面積が45㎡以上及び当該建築物の所有者
の住宅が附属するものを除く）

建築物の階数 地上5階以下

建築物の高さ 地盤面から18m以下
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2 取り組みの内容

建築協定締結以前の取り組み（H7 ～）
◦姉小路界隈を考える会の設立と会の活動（H7〜）
　姉小路地区では平成7年6月に、地区内において
高層分譲マンション計画が発表されたことをきっか
けに、地元では反対運動を開始。学習会を連続的に
開催する中で、まちを再発見し、皆が納得できるま
ちの将来像を地域全体で共有することを目的に平成
7年10月に「姉小路界隈を考える会」（以降、考え
る会）を設立した。
　考える会では最初の取り組みとして界隈に点在す
る老舗の著名な書家による「看板」に着目し、これ
をテーマとして「看板の似合うまちづくり」を行っ
た。その後、地蔵盆の夜に看板や町家をライトアッ
プする「灯りでむすぶ姉小路界隈」（H9 ～）、界隈
に似合う鉢植えを作り、通りに並べてもてなしの心
を表現する「花と緑でもてなす姉小路界隈」（H10
～）など、「界隈を楽しみ、界隈の人が楽しむ」活
動を継続的に行っている。
　また、考える会の発足当初から現在に至るまで会
報を継続して発刊し（H21年3月現在、28巻まで
発刊）、様々な情報の共有化を行っている。

◦地域共生の土地利用検討会（H11〜H14）
　平成10年夏に考える会設立の契機となったマン
ションの計画敷地において、「地域の人に受け入れ
られ、ともに享受しあえる施設建築を目指したい」
との検討内容が事業者から提案された。
　これを受け平成11年1月に、地元住民、事業者、
行政のパートナーシップによる「地域共生土地利用
検討会」が始まった。
　検討会では約2年にわたり地域に即した集合住宅
について議論を重ね、まちづくりプランを作成。こ
れに基づいて賃貸マンションが竣工し、平成14年
8月末に入居が始まった。

◦まちなか住まい交流会の開催と発展（H12〜）
　上記の検討会と並行して考える会では「地域の人
も新しく住む人も『顔の見える安心感』を大切に、
自然な交流がしたい」とのキーワードをもとに、賃
貸マンションの竣工前に姉菊屋町の地蔵盆に入居予
定者を招待し交流を行った。また、竣工後も入居者
と界隈の人々が様々なイベントを通じて交流が行わ
れている。

御池通から一筋南に位置する姉小路界隈地区
御池通沿いには高層マンションが林立

界隈の老舗に掲げられる著名な書家による看板（左）
「灯りでむすぶ姉小路界隈」の様子（右）

協議調整の結果、完成した賃貸マンション

老舗の町家や中低層の住宅が建ち並ぶ姉小路通り
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建築協定締結に係る取り組み(H12 ～ H14)
◦界隈町式目（平成版）の策定(H12)
　考える会設立の目的である「住みよい安心して暮
らせる環境づくり」の具体化に向けてまちづくりの
方針を協議していた時期に、江戸時代の自治管理体
制の要となった町の法律「町式目」の勉強会を実施
した。
　結果、これにならい、平成12年4月に「姉小路
界隈町式目（平成版）」を策定し、今後のまちづく
りの基本とした（図表3）。

◦建築協定の締結(H14)
　この町式目を具体化するため、建築協定締結に向
けて活動を行い始めた際に、御池通沿いで新たなマ
ンション建設の問題が発生し、建築協定の動きは界
隈全体に広がることとなった。
　平成14年3月に2つの建築協定地区（姉小路界
隈地区建築協定、松長町地区建築協定）の申請書を

図表 3　姉小路界隈町式目（平成版）

図表 4　建築協定便り（姉小路界隈地区、松長町地区）

建築協定区域であることを知らせる看板

姉小路界隈町式目（平成版）の案内板
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京都市に提出し、7月に認可・公告された。都心部
において13町内会、協定者約100人、協定区域面
積約2haに及ぶ建築協定が実現したことは非常に画
期的な出来事であった（図表2）。
　なお、2つの建築協定には、高さ規制（姉小路
18m以下、松長町20m以下）と壁面線指定（松長
町のみ）及び協定期間（姉小路10年、松長町5年）
に違いがある。

◦NPO法人都心界隈まちづくりネットの設立(H15)
　考える会の活動がイベントや勉強会を通して近隣
町内会の理解を得、さらに周辺の市民グループへと
広がりを見せる中で、これらの活動を包括しながら
連携・協力し、行政との共働を図るための組織が必
要であることから、考える会のメンバーを中心とし
た「都心界隈まちづくりネット」が平成15年1月
にNPO法人として設立された。NPO法人では都心
界隈のネットワークを深めるためのPR活動と、美
しい御池通の景観創造に向けた提案を発信している

（図表4）。
　また、この時からNPO法人都心界隈まちづくり
ネットは、姉小路界隈地区建築協定運営委員会の事
務管理業務の委託を受け、業務を行っている。

◦街なみ環境整備事業による京町家再生(H16〜 )
　協定区域内では建築協定の締結の成果を踏まえ、
京町家と調和した街なみを創造し、地域の魅力を高
めることを目的に「街なみ環境整備事業」による京
町家の再生が行われている（図表5、6）。
　具体の事業は、平成14年～ 16年に事業計画策定
が行われ、平成16年度から事業が開始、平成20年
度までに8件の京町家の再生が実施された（事業期
間はH16年～ H25年の予定）。

建築協定締結後の取り組み(H15 ～ )
◦職住共存特別用途地区が施行（H15.4）
　この時期、京都市では姉小路界隈に代表されるよ
うな都心部の職住共存地区（図表7）において、職
住共存特別用途地区を導入。これにより風俗関連営
業を制限するとともに、共同住宅を建てる場合にま
ちなみに配慮するよう一定のルール（容積率の制限、
斜線制限の追加等）が実現された。
　考える会ではこのようなルールを画期的な取り
組みと一定の評価を行ったが、姉小路通の北側は

「都心幹線沿道地区」（容積率700%、45m高度地
区）とされ、通りの南側は「職住共存地区」（容積

図表 5　姉小路界隈街なみ環境整備事業地区

図表 6　街なみ環境整備事業ニュース

図表 7　職住共存地区の区域図

＊青色の線で囲んだ範囲が姉小路街なみ環境整備事業地区
　（姉小路界隈地区及び松長町地区建築協定エリア内）

＊青く塗られた箇所においてH16-H19 年度に補助事業を実施
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率400％、31ｍ高度地区）で都市計画制限の内容
が異なる実態が残った。
　京都の町は通りをはさんだ「両側町」が基本であ
り、考える会の基盤である姉菊屋町においては、こ
の新しい建築のルールの適用により、通りをはさん
で建築制限内容の格差がさらに拡大することとなっ
た。そして、この建築制限内容の格差が拡大するルー
ルについては会員や住民からも課題が指摘され、考
える会では通りの両側で均一となる更なるルールの
変更追加を京都市に求めた。

◦美しい都心界隈の創造を目指して市民提案を実施
　(H16〜H19)
　上記のような状況を受け、考える会及びNPO法
人都心界隈まちづくりネットでは、考える会が目指
す市街地像の実現に向けて、平成15年12月に「御
池通シンボルロードにふさわしい景観形成に向けて
の提案書」を京都市に提出したことを皮切りに、数
多くの提案を行った。また、国や財団法人、市など
のモデル調査に応募、選定を受け多様な調査研究を
同時期に実施した。その中でも、平成16年度全国

都市再生モデル調査における取り組みの成果は、「美
しい御池通の景観創造に向けて」という市民提案と
して平成17年5月31日に京都市に提出された。

◦京都市新景観政策が施行（H19.9）
　京都市においては、平成14年に日本建築学会や
経済界から都市景観の保全に関する提言が出された
こと、また平成16年に景観法が制定されたことを
受け、平成17年に「時を超え光り輝く京都の景観
づくり審議会」を設置し、二度にわたる答申を行っ
た。そしてこの成果を踏まえ新景観政策の素案を平
成18年11月に公表、パブリックコメントの募集が
行われた。 
　新景観政策は5つの政策ポイントが掲げられたが、
その中の1つの柱である、「建築物の高さ規制の引
き下げ」は、考える会（姉小路界隈地区・松長町地
区建築協定運営委員会）の基本目標である「5階以
下の低中層の街並み方針」が実現される規制内容で
あったことから、考える会ではこの新たな景観政策
を支持する表明書を京都市に提出した。
　市では、このパブリックコメントの後、更に様々

図表 8　姉小路界隈を考える会（（姉小路界隈地区・松長町地区建築協定運営委員会）の取り組みの経緯
姉小路界隈地区における取り組み 行政における施策・制度

H���7年 マンション問題を契機に「姉小路界隈を考える会」設立
　看板の似合うまちづくり（H7年～）
　灯りでむすぶ姉小路界隈（H9年～）
　花と緑でもてなす姉小路界隈（H10年～）
地域共生土地利用検討会スタ－ト。マンション計画を地域・事業者協
働で検討（H11～ H14）

H�12年 姉小路界隈町式目（平成版）制定

H�14年 建築協定締結（H14.7）（姉小路界隈地区、松長町地区）

H�15年 NPO法人都心界隈まちづくりネット設立
「御池通シンボルロードにふさわしい
建物形成に向けての提案書」提出

職住共存特別用途地区施行（H15.4）
　�「職住共存地区での新しい建築ルール」によ
り建物の高さ、容積率を下げるダウンゾーニ
ングが実現

美しい国づくり政策大綱（H15.7）
（国土交通省）

H�16年 街なみ環境整備事業スタート
「全国都市再生モデル調査」の選定

景観法の制定（Ｈ16.6）

H�17年 「美しい都市・京都」づくりに向けて
の市民提案

H�19年 松長町建築協定失効（Ｈ19.7） 京都市新景観政策施行（H19.9）
　�高度地区指定の強化に伴い、「職住共存地区」
では高さ制限が31m→15ｍに変更

H�20年 用途の規制を継続させるため、地区計画への移行に向けた
取り組みを検討

美しい都心界隈の

創造を目指して

市への提案を行う

考える会の活動の基本目標である「5 階以下の

低中層の街並み方針」を法的に達成



45

姉小路界隈地区

な説明会を開催し、市民や事業者からの意見を踏ま
えた上で、平成19年3月に市議会及び都市計画審
議会において承認を受け、平成19年9 月に新景観
政策を施行した。

◦12年に渡る地道な取り組みの成果
　マンション建設計画の反対運動を契機に設立され
た姉小路界隈を考える会の取り組みは、地道なまち
づくりの活動を重ね、自らの地域の居住環境を担保
するツールとして建築協定を締結し、更なるルール
の検討を京都市に要請し続けた結果として、考え
る会の基本目標である「5階以下の低中層の街並み
方針」が都市計画的に実現（高度地区が31mから
15mに強化）されることとなった。なお、このよ
うな息の長い、そして非常に専門的な内容に踏み込
んだ取り組みや提案を実現可能とした理由としては、
建築・都市計画に精通した専門家によるサポートが
挙げられる。
　地域計画建築研究所（アルパック）の石本氏は、
姉小路において最初のマンション反対運動が起きた
平成7年にアドバイザーとしての相談を受けたこと
をきっかけに、考える会の立ち上げ時から、プラン
ナー、情報提供者、ボランティア等の様々な役割で
会の活動をサポートしてきている。
　また、考える会の会長であり、かつ、姉小路界隈
地区建築協定運営委員長の市古氏も、住民が発意す
るようなまちづくりの取り組みには、「石本さんの
ような専門家のサポートが必要不可欠である」と発
言している。
　姉小路界隈地区におけるこの取り組みからは、地
元住民とまちづくりの専門家が相互に関わりあうこ
とでまちづくり活動が継続し、また実際の協働の作
業を行うことで様々な成果が実現されてきたプロセ
スが読みとれる。

3 今後の課題

新景観政策施行後の課題
◦建築協定の存在意義が希薄化
　新景観政策が施行されることによって、京都市で
は大幅な高さ規制の引き下げが行われ、幹線道路地
区は45mから31mへ、姉小路界隈地区が属する職
住共存地区は31mから15mに高さ規制が引き下げ
られた。

　その結果、高さ規制がメインである当該地区にお
ける建築協定の果たす役割は現実的に薄れることと
なった。事実、姉小路界隈地区に隣接する松長町地
区においては建築協定の更新を平成19年7月に迎
えることとなっていたが、同年9月に新景観政策が
施行されることが決定していたため、協定の更新を
行わず、合意を持って同協定を失効させた。
　この背景には、商業地の都心部における複雑な土
地所有形態、相続問題等により合意形成が容易では
ないことや、マンション問題を契機に建築協定を締
結したものの、高度地区の強化によって高さ問題は
解決されたことから、協定の更新時には合意率が下
がってしまうというような問題が存在している。
　
◦地区計画への移行に向けた取り組みを検討
　松長町においては建築協定を更新しないことが決
定したが、姉小路界隈地区では今回施行された高さ
制限に加えて、現在建築協定で定めている建築物の
用途規制は今後も継続させたいと考えている。
　その一方で建築協定は合意者間でしか協定の効力
が及ばず、穴抜けの箇所が存在してしまうことから、
姉小路界隈地区全体のことを考え、現在の建築協定
の内容を地区計画に移行させることを検討している。
　しかし、現在の京都市における地区計画の策定は
地権者すべての同意を原則としていることから、合
意形成の過程において大きな困難が伴い、実現が難
しいのが現実である。
　考える会では今後京都市に対し、地区計画への移
行を円滑に進めるため、考える会のまちづくり活動
について協力・支援を求めていく予定である。　

姉小路界隈を考える会・姉小路界隈地区建築協定運営委員長の
市古さん（左）とアドバイザーの石本さん

　　※�二人の背景には「5階以下の低中層の街並み」が担保され
るようになった姉小路界隈が広がる
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1 地区及び建築協定の概要

■地区名・所在地
地区名 大浜地区

所在地 福岡市博多区下呉服町7番216他、
大博町他

最寄駅 福岡市営地下鉄箱崎線呉服町駅
駅北約0.3 ～ 1kmに位置

用途地域 商業地域（容積率400％、500％、600％、
建ぺい率80％）

■建築協定の概要
当初認可年月日 平成14年3月28日

有効期間 10年間（平成24年3月27日）
自動更新（延長10年）

締結型 合意型

面積 17,087㎡（隣接地24,851㎡）

区画数 48区画（区画数は認可時のもの）

地区特性
　大浜地区は、福岡市の都心縁辺部に位置する利便
性の高い住宅主体の住商混在地区である。
戦災を逃れ、戦後の戦災復興土地区画整理事業から
も除外されたエリアである。
　幹線道路に囲まれた地区内は、道路基盤が脆弱な
上に、老朽化した狭小住宅が密集していたことから、
平成12年2月に密集住宅市街地整備促進事業＊（以
下、密集事業）の大臣承認を受け、現在も事業が進
められている地区である。
　＊現在の事業名は、住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）

建築協定の特色
　短冊状の狭小敷地が連担する狭あい道路沿いに、
ゆとりある道路空間を創出することを目的に、道路
境界線から1ｍの外壁後退ルールを盛り込んでいる。
　また、建替えの機会と併せて道路沿いのゆとり空
間の確保を段階的に誘導していくために、協定ルー
ルに沿った共同住宅への建替えに対して密集事業に
よる助成を行っている。
　市は助成等によって徐々に合意率を高める「段階
的な建築協定」と位置づけている。

建築協定と密集事業との併用により地区内の建替えを促進

図表 1　建築協定の区域図

図表 2　建築協定の主な内容

大浜地区　福岡市博多区

4m未満の狭あい道路沿道に、ゆとりある道路空間を
確保するため、建築協定により道路境界線から 1m
の外壁後退をルール化。協定に沿った共同住宅への
建替えに助成する仕組みも用意し、修復型の住環境
整備を実施中。

外壁後退
建物の1階部分の外壁等の道路境界線より
１ｍ以上

形態・意匠
建築物等の外観・色彩、屋外広告物等は
周辺の環境と調査
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大浜地区

2 取り組みの内容

密集事業の取り組みの経緯
　福岡市の都心部において人口流出が長期的に進む
中で、都心縁辺部に位置する大浜地区においても人
口減少と少子高齢化が進行し、地域の活力低下が課
題となっていた。
　バブル経済崩壊後、地区内では地価下落の影響に
よりワンルームマンションが増加し、人口構成のア
ンバランスが更に進行したため、地元住民は地域の
まちづくりに危機感を抱き、平成4年に「大浜まち
づくり協議会（以下、協議会）」を結成した。
　協議会では、「三世代が安心して暮らせるまち」
を地区全体のまちづくりの目標に掲げ、地区の住環
境を改善するための整備構想等をワークショップ形
式で検討していった。平成7年には、少しずつまち
を良くするとの考えに立った独自のまちづくりルー
ルとして、「道路境界線からセットバック」「形態・
意匠面でのまちへの配慮」などの建替え時の約束を

「まちづくり計画書」として取りまとめた。これが
後の建築協定の基本となった。
　平成10年に、喫緊の課題であった「居住機能の
整備＝地域のコミュニティの再生」に対応するため、

「都心居住・博多部振興プラン」が作成され、以降、
地域住民と市との協働のまちづくりがスタートした。
その後、平成12年には、密集事業の大臣承認を受け、
老朽住宅の除去、従前居住者向け住宅の建設、公園
や優先整備道路等の整備を推進中である。

「段階的な建築協定」の締結
　優先整備道路の整備を進める一方で、狭小敷地が
連担する生活道路沿道については、建築協定により
少しずつ修復型で道路空間を拡幅整備するとの考え
のもとで、平成12、13年度の2 ヵ年にわたり、建
築協定案を市と協議会の協働により検討し、平成
14年3月に認可するに至った。
　建築協定の合意率は40％と必ずしも高くないが、
市は協定ルールに沿った共同住宅への建替えに対し
て密集事業による助成を行うことで、隣接地の土地
所有者等が徐々に協定に加入する「段階的な建築協
定」と位置づけている。

図表 4　密集事業による建替え助成の概要

図表 3　大浜地区の密集事業等の概要

共同建替 協調建替
協定に沿った
建替

主
な
要
件

建替前建物 老朽住宅等

敷地面積 200㎡以上 300㎡以上 要件なし

建
替
後

用途 共同住宅等

階数 ３階以上

構造 耐火又は準耐火建築物

住戸
面積

各住戸の面積が55㎡～ 120㎡の
範囲で、２以上の居室があること

他の条件 －
有効な空地
の確保

－

助成内容
除去費、設計費、共同住宅整備費の
２／３を限度として助成

住宅改良
事業地区
約 0.7ha

建築協定地区〔約 1.7ha＋隣接地約 2.5ha〕
協定対象道路

住市総事業
（拠点開発型）
約 0.7ha

住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地
整備型）事業区域〔約 24.0ha〕
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建築協定のルール
　大浜地区の特徴である道路境界線からの外壁後退
規定は図表5のとおりである。なお、敷地の奥行き
が8ｍ未満の場合は、外壁後退すると建替えが困難
となるため、適用除外規定を設けている。

3 今後の課題

協定ルールに基づく建替助成事例が少ない
　戸建住宅から戸建住宅への建替事例は多く、協定
ルールに沿って外壁後退している事例はあるが、平
成14年3月に認可されてから現在までの助成実績
は1件に留まっている。
　なお、助成活用事例が1件と少ない理由は、3階
以上の共同住宅に建替える資金の問題や間口の狭い
敷地が多く、共同住宅に建替えることが難しいこと
などにある。

隣接地への加入の促進
　実際に助成を受けるには3階以上の共同化が要件
となるなど、ややハードルは高いものの、協定加入
の動機付けの一つとして、助成制度の周知を図り、
引き続き、隣接地への協定加入を呼び掛けていく必
要がある。

図表 6　外壁後退部分の協定内容の抜粋

図表 5　外壁後退の概要

第 8 条　本協定区域内で別紙福岡市大浜地区建
築協定区域図に記載する道路に面した敷地にお
いて新たに建築物等（「建築物に付属する門もし
くは塀及び工作物を含む」以下同じ）を建築す
る場合、敷地の地盤面からの高さが 2.5 ｍ以下の

部分における建築物等は、当該道路の境界線か

ら水平距離で 1 ｍ以上離して設けなければなら

ない。但し、敷地の奥行きが、当該道路の境界
線から水平距離 8 ｍ未満である敷地はこの限り
ではない。
　当該道路が幅員 4 ｍ未満で、法第 42 条第 2 項
の規定により特定行政庁が指定した道路（以下「2
項道路」という）の場合、本協定における当該
道路の境界線は、同項の規定（２項道路の中心
線からの水平距離 2 ｍの線をその道路の境界と
みなす）にかかわらず、現況の道路境界を当該
道路の境界線とする。
　なお、外壁等の後退による空間（２項道路の
場合、中心線からの水平距離２ｍの部分を除く）
は、ゆとりの空間として活用するものとする。

比較的協定加入者が多い箇所（一部は建替後、外壁後退している）

建築協定区域隣接地が比較的多い箇所
（奥行きが狭い敷地や短冊状の敷地が比較的多い）

建築協定による後退部分
（ゆとり空間として活用）

道路（4ｍ以上）1ｍ 1ｍ

2.5ｍ
以下
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1 地区及び建築協定の概要

■地区名・所在地
地区名 大曽根街づくり

所在地 名古屋市北区大曽根二丁目、東大曽根町本
通2丁目から4丁目

最寄駅 名古屋市営地下鉄大曽根駅
駅南西約400mに位置

用途地域 商業地域（容積率400％および500％、建
ぺい率80％）

■建築協定の概要
当初認可年月日 平成元年3月31日

更新年月日 平成11年6月17日

有効期間 10年間（平成21年6月16日）
自動更新（延長10年）／1回

締結型 合意型

面積 1.6ha

区画数 91区画

地区特性（概要）
　当該エリアは江戸時代の下街道筋から発展した歴
史のある商店街であったが、平成の初頭に区画整理
事業によって、新たなショッピングモール（オズモー
ル）としての再整備を行った。
 
建築協定の特色
　商店街の街並み景観及び歩行空間のゆとりを担保
するために建築協定を活用している。

2 取り組みの内容

取り組みの経緯
　元々アーケードがかかった旧来の商店街であった
当該地区において区画整理事業による再整備が決
まった際に、個性あるショッピングモールとして整
備すると同時に、街並み景観と歩行空間のゆとりを
担保したいという要望が地元から出たことから、こ
れに建築協定を活用している。なお、平成11年に
1度目の更新を終えているが、平成21年6月に自動
更新の時期を迎える。

商店街の街並みの連続性を
確保するため
建築協定を活用

図表 1　建築協定の主な内容

図表 2　建築協定の位置図

図表 3　建築協定の取り決め内容

大曽根街づくり　名古屋市北区

区画整理事業による商店街の再整備を行う際に、街
並み景観と歩行空間のゆとりを確保するために建築
協定を活用している。

街並みの連続性確保

道路
1.5ｍ
以上

1.5ｍ
以上

歩行空間 歩行空間

建築協定に
よる後退部分

建築協定に
よる後退部分

官民境界

1階部分
のみ

1階部分
のみ

建築物の位置等 1階部分の外壁を道路境界線より1.5m以上
後退（大曽根本通に面する建築物）

形態・色彩 商店街の環境にふさわしいもの
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1 地区及び建築協定の概要

■地区名・所在地
地区名 法善寺横丁地区

所在地 大阪市中央区道頓堀1丁目1番47他

最寄駅 大阪市営地下鉄御堂筋線・千日前線
なんば駅　駅北東約200ｍに位置

用途地域 商業地域（容積率500％、建ぺい率80％）

■建築協定等の概要
当初公告年月日 平成14年12月27日

変更公告年月日 平成15年10月10日

有効期間 10年間（平成25年9月29日）
自動更新（延長10年）

締結型 合意型（当初一人型）

面積 1,896.64㎡

地区特性
　「法善寺横丁」は、石畳が敷かれ、肩が触れ合う
ほどの道（当時の幅員約2.6ｍ）の両側に飲食店が
建ち並び、なにわ情緒が色濃く残る横丁であったが、
平成14年9月の道頓堀の旧「中座」の火災による
類焼と、平成15年4月の火災により、沿道の多く
の店舗が被害を受けることとなった。
　再建に当たっては、建築基準法第42条第2項の
道路（以下、2項道路）を廃道した上で、連担建築
物設計制度（以下、連担制度）の認定と建築協定の
締結を発意から約3 ヶ月強で締結するなど、なにわ
情緒あふれるまちなみを短期間で再現し、現在では、
以前と変わらぬ活気がよみがえっている
 

建築協定の特色
　大阪市は、再建後のまちなみの維持・保全の担保
策として、連担制度の認定要件に建築協定の締結を
盛り込むこととした。
　このため、協定には、建築物等に対する用途、意
匠等に関する基準に加えて、防災訓練の実施など区
域内の安全性、防火性を確保するための維持管理に
関する規定が盛り込まれている。

連担制度と建築協定の併用により風情ある路地空間を再生

法善寺横丁地区　大阪市中央区

飲食店が建ち並ぶ法善寺横丁において、火災による
被害からのまちなみ再現を目指し、連担建築物設計
制度（連担制度）の適用に併せて建築協定を締結す
ることで、法善寺横丁らしい風情あるまちなみや協
定区域内の安全性、防火性の維持管理に努めている。

図表 2　建築協定の主な内容

図表 1　建築協定締結及び連担制度の認定区域図

用途
風営法対象用途の禁止
自動車車庫等の禁止

外壁後退
3階の外壁は通路中心から3ｍ以上後退
後退部分に奥行0.9ｍ以上のバルコニー設置

意匠 外壁及び屋根は法善寺横丁らしい景観に配慮

その他 防災機能の確保、防災訓練の実施等
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法善寺横丁地区

2 取り組みの内容

連担制度及び建築協定締結に至る経緯
◦まちなみ再建のための体制づくり
　法善寺横丁のまちなみの再建に際しては、なにわ
文化の魅力にあふれた火災前の情緒を残す形での再
建を求める声が各方面から寄せられ、約30万人近
い署名も集まった。
　しかし、横丁に面した建物の多くが、道路幅員が
4ｍ未満（当時約2.6ｍ）の2項道路に面しており、
建築物を建てる場合は、約70cmのセットバックが
必要なため、個別に建替る方法では再建が難しい状
況にあった。
　こうした状況の中で、横丁の再建に早急に取組む
ための体制として、地元では被害を受けた権利者を
中心とした「法善寺横丁復興委員会（以下、復興委
員会）」を組織し、再建の方向性を協議するとともに、
関係権利者との調整にあたった。
　一方、大阪市建築指導部内においても、プロジェ
クトチームを組織し、連担制度等の制度検討を進め
るともに、復興委員会等との協議を進めた。

◦連担建築物設計制度と建築協定の併用の発意
　大阪市は、現行法の範囲内で、まちの安全性や防
災性に配慮しつつ、現状の道路幅員に近い形でまち
なみを再建する方法を種々検討し、現状の2項道路
を廃止するとともに、連担制度を特例的に適用する
こととした。適用に当たっては、次のような基準を
設けた。

図表 4　建担建築物設計制度の認定基準

図表 3　まちなみ再建（協定等の締結）までの経緯

○通路幅員は、2.7 ｍ以上とする。
○階数は 3以下とする。
○構造は耐火建築物とする。
○�３階の外壁を後退させ、避難のためのバルコニー
及び避難器具などを設ける。
○�通路部分には、通行の支障となる看板等は設置し
ない

　　＊発意から約３ヶ月強で協定締結等に至る

Ｈ14年

9月初旬
旧「中座」の火災で類焼
（通路北側の店舗）

9月下旬
「法善寺横丁復興委員会」設立
大阪市プロジェクトチーム設立

10月下旬

市が復興委員会に対し、以下の制度の概要
と手続きに関する説明会を実施
①2項道路の廃道
②連担建築物設計制度の認定
③建築協定の締結

11月
復興委員会が「法善寺横丁まちづくり憲
章」を設定
関係権利者の調整実施

12月下旬
2項道路の廃道、連担建築物設計制度の認
定、建築協定の締結手続き終了

Ｈ15年

1月 再建工事、順次開始

４月 2度目の火災（通路南側の店舗）

５月 連担建築物設計制度の区域の一部変更

７月 類焼範囲内の北側店舗全て完成

10月 建築協定の一部変更

Ｈ16年 2月 類焼範囲内の南側店舗全て完成

提供：大阪市

　さらに、まちなみを再建するだけでなく、これを
「維持・保全するためのルール」を設けることが重
要であると考え、連担制度の認定要件に地元の総意
による建築協定の締結を追加した。
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◦「法善寺横丁まちづくり憲章」を設定し、
	 関係地権者との調整・合意形成を図る
　復興委員会は、大阪市による連担建築物設計制度
と建築協定の併用等の説明後に、「法善寺横丁」の
風情、景観を残し、安全で安心なまちなみを再建す
るとともに、これを皆が協力しながら守り続けてい
くことを盛り込んだ「法善寺横丁まちづくり憲章」
を定め、以降、地元関係者への調整を精力的に進め
ていった。
　連担建築物設計制度適用等の発意から約3 ヶ月後
の平成14年12月には「2項道路の廃道」、｢連担建
築物設計制度の認定｣ 及び「建築協定の締結」の手
続きを終え、平成15年1月に工事着工に至った。
　短期間で手続きが終了できた理由として、情緒あ
ふれる法善寺横丁の再建と路地の景観を守ることに
ついて、関連地権者の意見調整が速やかに行われた
ことが挙げられる。

建築協定の主な内容
　建築物等に対する用途、意匠等に関する基準に加
え、連担制度の認定区域内の安全性、防火性を確保
するための維持管理規定として、建築協定には次の
ような内容を定めている。

図表 5　法善寺横丁まちづくり憲章

法善寺横丁の入口部分（入口の看板の裏側には、図表 5のまちづ
くり憲章が記載されている）

通路（2.4 ｍ）沿いのまちなみ

3 今後の課題

再建されたまちなみの維持
　今回の復興の経験を生かし、また、まちづくり憲
章や建築協定も踏まえ、再建された情緒あふれる法
善寺横丁のまちなみをいかに維持し、守り続けてい
くかが課題である。

一　�わたくしたちは、全国の人々からのあたたか
い支援・署名を忘れることなく、良き大阪の
伝統を守りつつ、また、新たな文化を生み出
す役割を担います。

一　�わたくしたちは、人間味のある空間である横
丁を守り、看板などが生み出すミナミの象徴
である景観を大切にしていきます。

一　�わたくしたちは、人と人とのつながりを大切
にし、法善寺境内の一人一人がよく協力して
知恵を出し合い、このまちづくりの憲章を実
践します。

一　�わたくしたちは、今回の復興の経験を生かし
て他所（よそ）のまち（街）の力となるとと
もに、次の世代に語り継ぎます。

○看板の設置は、自己建築物の壁面を利用する。
○�床置き看板、各種メーター及び外壁装飾等を設置
する場合は、通路に突き出さない。
○�３階の外壁後退部分に設置するバルコニーには、
一切の物を置かない。
○�防災機能の確保、防災訓練の実施により、この地
域における防災活動を推進する。
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1 地区及び建築協定の概要

■地区名・所在地
地区名 高野玉岡町地区

所在地 京都市左京区高野玉岡町の一部�

最寄駅 叡山電鉄山本線一乗寺駅　
駅西約500mに位置置

用途地域 第二種中高層住居専用地域（容積率200％
建ぺい率60％）

■建築協定の概要
当初認可年月日 平成18年5月15日

有効期間 10年間（平成28年5月17日）
自動更新（延長10年）／1回

締結型 合意型

面積 0.15ha

区画数 20区画

地区特性（概要）
　当地区一帯は、昭和30年代に企業社宅として連
棟式住宅（テラスハウス）が建設され、整然とした
住宅が建ち並ぶ街区によって構成された地域である。
一方、各々の住宅は社宅の売却に伴い、住戸単位で
増改築及び建替が個別に行われ、現在に至っている。
 
建築協定の特色
　連棟式住宅の背割空地（1.4ｍ）を維持し、共用
通路を確保することに建築協定を活用している。

2 取り組みの内容

　当該地区では、過去において住宅の背割側にも幅
4ｍの位置指定道路が指定されていたが、これを昭
和42年に廃止し、敷地の一部とした。この際に当
時の所有者すべてが、背割空地を今後も共用通路と
して幅１ｍ以上確保することを内々に取り決めてい
た。また、この通路には下水が通っており、現在も
居住者が使用している状況である。
　ところが、所有者が入れ替わる中で当時の取り決
めが曖昧になり、通路を塞ぐような建替え計画が発
生した。これをきっかけに、今後も背割空地部分を
共用通路として、また下水の管理空間として維持す
るために、建築協定を締結した。
　以上のような建築協定により敷地の背割部分にお
いて共用通路を確保する手法は、狭あい道路の早期
拡幅が困難で、避難等の安全上問題がある密集市街
地等における現実的な避難空間（又は通路）確保・
担保手法として参考になる取り組みである。

図表 1　建築協定の主な内容

図表 2　建築協定の区域図

図表 3　建築協定の取り決め内容

避難通路等の確保（住宅地）

背割り空地
（1.4m）

1.4ｍ4.6ｍ
道路

70cm 70cm

4.6ｍ
道路

共用通路及び
下水の管理空間
として確保

建築物の位置等
通路部分（隣地境界線から水平距離0.7ｍの
範囲）及び通路部分に突きだした建築物、工
作物、自動車車庫の禁止

植裁 通路部分への植裁の禁止

共用通路である
背割空地の確保に
建築協定を活用

高野玉岡町地区　京都市左京区

連棟式住宅の背割空地（1.4 ｍ）を、共用通路及び
下水の管理空間として確保することに、建築協定を
活用している。
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